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証券コード　7211

第52回定時株主総会

招集ご通知
日 時：2021年６月23日（水曜日）午前10時
場 所：東京都港区芝浦三丁目１番21号

msb Tamachi 田町ステーションタワーS 当社本社  24階  会議室

株主の皆様へのお願い
　新型コロナウイルスの感染拡大防止にむけて、株主の皆様のご健康を最優先として本株主
総会へのご来場は極力お控えいただき、郵送又はインターネットにより議決権をご行使くだ
さいますよう、強くお願い申し上げます。
　なお、株主の皆様の接触を避け、会場の座席間隔を確保するため、ご用意できる座席数が
数十席となります。そのため、会場への来場者数がこれを超えた時点で、入場をお控えいた
だく場合がございます。
　本株主総会の開会から閉会までの様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、インター
ネットによるライブ配信を行いますので、当日はご来場に代えてインターネットでのご視聴
をお願い申し上げます。
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＜本株主総会当日における当社対応について＞

　この度は、新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた方々に謹んで
お悔やみを申し上げますとともに、罹患されている方々及びご関係者の皆様、ま
た、感染症の拡大により影響を受けられている皆様には、心よりお見舞い申し上げ
ます。

　本株主総会当日における新型コロナウイルスへの当社対応方針につき
ましては、感染拡大の状況や政府等の発表内容等を踏まえ、本株主総会に関する
情 報 及 び 当 社 方 針 を 随 時 更 新 い た し ま す の で 、 必 ず 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（ h t t p s : / / w w w . m i t s u b i s h i - m o t o r s . c o m / j p / i n v e s t o r s /
stockinfo/meeting.html）をご確認いただきますようお願い申し上げます。
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株 主 各 位 （証券コード 7211）
2021年６月３日

東京都港区芝浦三丁目１番21号

代表執行役社長 加藤　隆雄

第52回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第52回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

新型コロナウイルスの感染拡大防止にむけて、株主の皆様のご健康を最優先として本株主総会
へのご来場は極力お控えいただき、郵送又はインターネットにより議決権をご行使（期限：2021
年６月22日（火曜日）午後５時45分到着分まで）くださいますよう強くお願い申し上げます。

また、本株主総会の開会から閉会までの様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、インタ
ーネットによるライブ配信を行うとともに、インターネットを通じて株主様から事前質問を受け
付けた上で、株主の皆様のご関心の高い事項について本株主総会で回答する予定ですので、是非
これらの方法をご活用ください。詳細は、後記のご案内をご確認ください。

敬具
記

1 日時 2021年６月23日（水曜日）午前10時

2 場所
東京都港区芝浦三丁目１番21号
msb Tamachi 田町ステーションタワーS 当社本社 24階 会議室

3 目的
事項

報告事項
1. 2020年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 2020年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項 議案 取締役13名選任の件

以上

　　◎ 当日のインターネットによるライブ配信につきましては、本招集ご通知
　　　 ７ページから８ページのご案内をご確認ください。
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＜インターネット開示に関する事項＞
◎ 株主総会参考書類の記載事項、事業報告、連結計算書類及び計算書類に、修正をすべき事情が

生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブサイトに掲載いたします。
◎ 以下の書類につきましては、法令及び当社定款第13条に基づき、当社ウェブサイトに掲載し

ておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。なお、監査委員会及び会計監査人が
監査報告を作成するに際して監査をした対象には、本招集ご通知の添付書類のほか、当社ウェ
ブサイトに掲載した以下の書類も含まれております。
① 事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人の状況」及び「業務の適正

を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

当社ウェブサイト https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html
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議 決 権 行 使 の ご 案 内
次のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

郵送で議決権を
行使される場合

◎同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のう
え、行使期限までに到着するようご投函ください。なお、切手
の貼付は不要です。

◎議案につき賛否のご表示がない場合は、賛成の意思の表示があ
ったものとして取り扱います。

行使期限 2021年６月22日(火曜日)

午後５時45分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法

議案について
全員賛成の場合
全員反対の場合
一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

賛 に○印
否 に○印
賛 に○印をし、反対する
候補者番号を下の空欄に
記入

こちらに議案の賛否をご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

スマートフォン・タブレット等からQRコードを読
み込むことで、議決権行使が可能です。その場合、

「ログインID」「仮パスワード」の入力は不要です。

インターネットで
議決権を
行使される場合

次ページの案内に従って議案に対する賛否をご
入力ください。

行使期限
2021年６月22日(火曜日)

午後５時45分受付分まで

＜株主総会にご出席される場合＞
◎同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として権
　利行使を委任のうえ、代理権を証明する書面をご提出ください。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

ログインID、仮パスワードを入力することなく、議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

1 スマートフォン、タブレット等で議決権
行使書用紙右下に記載のQRコードを読
み取ってください。

2 以降は、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

※ �「QRコード」は株式会社
デンソーウェーブの登録
商標です。

QRコードを用いた議決権行使は
1回に限り可能です。
再行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワー
ドを入力する方法」をご確認ください。

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスし
てください。

2 議決権行使書用紙に記載された「ログイ
ンID・仮パスワード」をご入力ください。

3 新しいパスワードをご登録ください。

4 以降は、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

https://evote.tr.mufg.jp/
議決権行使ウェブサイト

▲

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「新しい
パスワード」を
入力

「ログイン」を
クリック

「送信」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使でパソコンや
スマートフォン、タブレット、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120-173-027 通話料無料

受付時間 午前９時～午後９時

◎ 機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくこ
とが可能です。

◎ 議決権行使ウェブサイトは、午前２時から午前５時まではご利用いただけません。
◎ 同一の議案につき、重複して議決権を行使した場合の取扱い
(1)書面とインターネットにより重複して議決権を行使した場合は、インターネットによる議決権行使を有効とします。
(2)上記(1)の場合を除き、重複して議決権行使をした場合は、最後に行われた議決権行使を有効とします。
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事前質問の受付方法のご案内
株主の皆様からのご質問を、本株主総会前にもインターネットを通じてお受け
いたします。

◎事前にいただきましたご質問のうち、株主の皆様の関心の高い事項につきましては、当日のご
質問とは別に本株主総会にて取り上げさせていただく予定です。なお、個別のご回答はいたし
かねますので、予めご了承ください。

◎事前に以下のURL若しくはQRコードから専用サイトにアクセスいただき、必要事項をご入力
ください。

◎本株主総会にて取り上げさせていただくご質問への回答の様子は、インターネットによるライ
ブ配信でご覧いただけます。

◎本年より、事前質問のはがきでの受付は取り止めさせていただきました。ご了承賜りますよう
お願い申し上げます。

事前質問サイト
▶ https://www.net-research.jp/1078601/

事前質問サイト

質問受付期限 2021年６月18日（金曜日） 午後５時受付分まで
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インターネットによるライブ配信のご案内
本株主総会の様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、以下
のとおりインターネットによるライブ配信を行います。
◎株主の皆様限定で開会から閉会までの様子をライブ配信いたします。

１．配信日時
2021年６月23日（水曜日）午前10時から本株主総会終了時刻まで
※当日の視聴用ウェブサイトは、開始時刻30分前の午前９時30分頃に開設予定です。

２．ご視聴の方法
（１）パソコン又はスマートフォン等で以下のURLを直接ご入力いただくか、QRコードを読

み込む方法により、視聴用ウェブサイトへのアクセスをお願い申し上げます。
※視聴をご希望される場合、事前に以下のURLにて参加申し込みをお願い申し上げます。

（株主総会当日の参加申し込みも可能です。）

視聴用
ウェブサイト https://7211.v-virtual-mtg.jp

（２）視聴用ウェブサイトへのアクセス完了後、画面の案内に従い、以下のID・パスワードの
ご入力をお願い申し上げます。

①ID：同封の議決権行使書用紙に記載されている「株主番号」（８桁の半角数字）
※議決権行使書用紙を投函する前に、必ずお手元にお控えください。

②パスワード：株主名簿上のご登録住所の「郵便番号」（2021年３月末時点）
（ハイフンを除く７桁の半角数字）

※議決権行使書用紙はイメージです。

①株主ID（＝株主番号）②パスワード（＝郵便番号）

【ご注意ください】
上記②「パスワード（＝郵便番号）」は議決権行使書用紙に記載の郵便番号とは異なる場合があります。
（株主総会基準日以降の住所変更や、議決権行使書用紙送付先をご指定いただいている場合等の情報が
反映されておりません。）また、日本国外居住の株主様につきまして、常任代理人のご指定がある場合
は、当該代理人の郵便番号をご入力ください。

7

インターネットによるライブ配信のご案内
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３．ご留意事項
◎インターネットによるライブ配信で本株主総会をご覧いただく場合、会社法上の株主総会へ

の出席とはならず、当日の議決権行使及びご質問・ご意見（又は動議）を承ることができま
せん。事前に郵送又はインターネットにより議決権行使をお願いいたします。（事前行使の
方法は、４ページから５ページをご参照ください。）
 

◎何らかの事情により、当日インターネットによるライブ配信を行うことができなくなった場
合は、当社ウェブサイト（https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stock
info/meeting.html）にてご案内させていただきます。
 

◎ご使用のパソコン環境やインターネットの接続環境により、映像や音声に不具合が生じる場
合がございますので予めご了承ください。

◎ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
◎ご視聴は、株主様ご本人のみに限定させていただきます。
◎ライブ配信の撮影・録画・録音・保存及びSNS等での公開等は固くお断りいたします。

４．視聴テストの方法
2021年５月25日（火曜日）から本株主総会当日の開会予定時刻30分前までの間、「２．ご
視聴の方法」にてご案内の方法によりアクセスいただくことで、視聴環境のテストを行って
いただくことが可能です。

５．本株主総会へご出席される株主の皆様へのご案内
当日の会場撮影は株主様のプライバシー等に配慮し、会場後方からの撮影としますが、やむ
を得ずご出席の株主様が映り込んでしまう場合がございますので、予めご了承ください。

◎ライブ配信終了後も、本株主総会から約１か月間は、本株主総会の模様を録画映像にてご覧いただけ
ます。当社視聴用ウェブサイトにアクセスしてご視聴ください。
※録画映像は株主様からの当日の質疑応答の直前までとなります。

視聴用ウェブサイト（録画配信）
(https://www.mitsubishi-motors.com/jp/streaming/)

【ライブ配信のID・パスワードに関するお問い合わせ先】
三菱UFJ信託銀行株式会社 0120-191-060（通話料無料）

受付時間 2021年６月23日（水曜日）午前９時から本株主総会終了時刻まで
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【第52回定時株主総会】
株 主 総 会 参 考 書 類

議案 取締役13名選任の件
　現在の取締役14名は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、これに伴い取締
役13名の選任をお願いいたしたく、その候補者は次のとおりであります。

候補者
番号 氏名 現在の当社における地位及び担当

取締役会
出席回数
(2020年度)

在任期間

(本総会終結時)

1 ひ ら

平
く

工
と も

奉
ふ み

文 新 任 社 外 独 立 ー ー ー

2 か

加
と う

藤
た か

隆
お

雄 再 任

取締役 代表執行役社長
兼 最高経営責任者
（社内取締役）
指名委員
報酬委員

16/16回 2年

3 し ら

白
じ

地
こ う

浩
ぞ う

三 再 任 取締役（社内取締役）
監査委員 16/16回 2年

4 み や

宮
な が

永
しゅん

俊
い ち

一 再 任 社 外 取締役（社外取締役）
報酬委員（委員長） 16/16回 7年

5 こ

小
ばやし

林
 

　
け ん

健 再 任 社 外 取締役（社外取締役）
指名委員 16/16回 5年

6
こ う

幸
だ

田
 

　
ま

真
い ん

音
(戸籍上の氏名　

さわ
澤

 
　

と
登

く
久

こ
子）

再 任 社 外 独 立
取締役（社外取締役）
指名委員（委員長）
報酬委員

16/16回 3年

７ た け

竹
お か

岡
や

八
え

重
こ

子 再 任 社 外 独 立 取締役（社外取締役）
監査委員（委員長） 14/16回 2年

８ さ

佐
さ

々
え

江
け ん

賢
い ち

一
ろ う

郎 再 任 社 外 独 立 取締役（社外取締役）
指名委員 16/16回 2年

９ そ の

園
きよし

潔 再 任 社 外 取締役（社外取締役）
監査委員 14/16回 2年

10 さ か

坂
も と

本
ひ で

秀
ゆ き

行 再 任 社 外 取締役（社外取締役）
指名委員 14/16回 2年

11 な か

中
む ら

村
よ し

嘉
ひ こ

彦 再 任 社 外 独 立 取締役（社外取締役）
監査委員 13/13回 1年

12 た

田
が わ

川
じょう

丈
じ

二 再 任 社 外 取締役（社外取締役）
報酬委員 13/13回 1年

13 い く

幾
し ま

島
た か

剛
ひ こ

彦 再 任 社 外 取締役（社外取締役） 13/13回 1年

9
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

1

　ひら　

平
く

工
 

　
　とも　

奉
　ふみ　

文
(1956年3月23日生)

新 任

社外取締役

独立役員

1978年 ４ 月 通商産業省（現・経済産業省）入省

20,000株

1993年 ４ 月 産業政策局産業労働企画官
1994年 5 月 外務省在バンクーバー日本国総領事館領事
1997年 ６ 月 通商産業省通商政策局通商関税課長
1998年 7 月 近畿通商産業局総務企画部長（現・近畿経済産業局）
2000年 6 月 資源エネルギー庁石炭・新エネルギー部計画課長
2001年 1 月 資源エネルギー庁省エネルギー新エネルギー部政策

課長
2002年 7 月 内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官
2005年 9 月 経済産業省製造産業局次長
2006年 7 月 資源エネルギー庁次長
2008年 ７ 月 近畿経済産業局長
2009年 7 月 製造産業局長
2010年10月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 特別顧問

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
直接会社の経営に関与された経験はありませんが、経済産業省において近畿経済産業局長や製造産業局長など
の要職を歴任し、また資源エネルギー庁でエネルギー政策に携わるなど、産業界全般にわたり、幅広いご経験・
知見や交流を有しており、それらを活かし、取締役会議長として積極的な当社経営の監督や助言・提言が期待
できるため、社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会長として取締役会の議長を務めていただくとともに、指名委員とし
て当社の役員候補者の選定等の決定についても客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

10
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

2

か

加
　とう　

藤
 

　
　たか　

隆
お

雄
(1962年２月21日生)
取締役在任年数：2年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
指名委員会　  4回/  4回開催
報酬委員会　  9回/  9回開催

再 任

1984年 ４ 月 当社入社

7,839株

2002年 ４ 月 乗用車生産統括本部 乗用車生産本部ボデー生産技
術部マネージャー

2003年 4 月 名古屋製作所工作部ボデー課 課長
2007年 4 月 名古屋製作所工作部 次長
2008年 8 月 名古屋製作所工作部 エキスパート
2009年 4 月 ロシア組立事業推進室 エキスパート
2010年 4 月 ロシア組立事業推進室 上級エキスパート
2010年 5 月 PCMA RUS 出向
2014年 4 月 名古屋製作所 副所長
2015年 4 月 PT Mitsubishi Motors Krama Yudha 

Indonesia 取締役社長
2019年 6 月 当社取締役 代表執行役CEO
2021年 4 月 当社取締役 代表執行役社長兼最高経営責任者

（現在に至る）
（担当）指名委員、報酬委員

【取締役候補者とした理由】
当社最大規模の海外生産拠点であるインドネシアの子会社（PT Mitsubishi Motors Krama Yudha 
Indonesia）の取締役社長を務める等、当社における長年のグローバルな経営経験・見識を有しており、加え
て2019年6月から当社最高経営責任者として経営を担っていることから、当社重要事項の決定及び経営執行に
重要な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員として当社の役員報酬制度等の決定についても当社執行側を代表す
る立場として関与する予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

3

　しら　

白
　 じ 　

地
 

　
　こう　

浩
　ぞう　

三
(1954年４月22日生)
取締役在任年数：2年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
監査委員会　15回/15回開催

再 任

1977年 ４ 月 三菱商事株式会社入社

12,800株

2009年 ４ 月 同社執行役員、自動車事業本部長
2013年 4 月 同社常務執行役員、機械グループCEO
2016年 4 月 当社常務執行役員 社長補佐
2016年 6 月 当社取締役

副社長執行役員（海外事業、グローバル・アフター
セールス担当）

2017年 1 月 当社取締役
副社長執行役員（海外事業、グローバル・アフター
セールス担当）CPO

2018年 4 月 当社取締役 CEO補佐
2018年 ６ 月 当社監査役
2019年 6 月 当社取締役（現在に至る）

（担当）監査委員

【取締役候補者とした理由】
当社での経験のみならず、グローバルな取引を展開する総合商社において長年にわたり自動車事業に携わって
きた実績と豊富な経験及び見識を有しており、当社の経営に活かすことが期待できるため、引き続き取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、常勤の監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決
定についても関与する予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

4

　　みや　　

宮
　　なが　　

永
 

　
し ゅ ん

俊
　　いち　　

一
（1948年４月27日生）

取締役在任年数：7年
2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
報酬委員会  　9回/  9回開催

再 任

社外取締役

1972年 ４ 月 三菱重工業株式会社入社

14,975株

2008年 ６ 月 同社取締役、常務執行役員
2011年 ４ 月 同社取締役、副社長執行役員
2013年 ４ 月 同社取締役社長
2014年 ４ 月 同社取締役社長、CEO
2014年 ６ 月 当社取締役（現在に至る）
2019年 ４ 月 三菱重工業株式会社 取締役会長（現在に至る）
2019年 6 月 三菱商事株式会社 社外取締役（現在に至る）

（担当）報酬委員（委員長）

＜重要な兼職状況＞
三菱重工業株式会社 取締役会長
三菱商事株式会社 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する製造業企業において企業経営に長年携わり豊富な経験と実績、高い見識を有してお
り、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き
社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員会の委員長として当社の役員報酬制度等の決定についても客観的・
中立的立場で関与いただく予定です。

13

取締役13名選任の件



招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/22 9:47:33 / 21750218_三菱自動車工業株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

5

　 こ 　

小
　ばやし　

林
 

　
　けん　

健
（1949年２月14日生）
取締役在任年数：５年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
指名委員会  　6回/  6回開催

再 任

社外取締役

1971年 ７ 月 三菱商事株式会社入社

10,601株

2003年 ４ 月 同社執行役員 シンガポール支店長
2004年 ６ 月 同社執行役員 プラントプロジェクト本部長
2006年 ４ 月 同社執行役員 船舶・交通・宇宙航空事業本部長
2007年 ４ 月 同社常務執行役員 新産業金融事業グループCEO
2007年 ６ 月 同社取締役 常務執行役員

新産業金融事業グループCEO
2008年 ６ 月 同社常務執行役員 新産業金融事業グループCEO
2010年 ４ 月 同社副社長執行役員 社長補佐
2010年 ６ 月 同社取締役 社長
2016年 ４ 月 同社取締役会長（現在に至る）
2016年 ６ 月 当社取締役（現在に至る）

（担当）指名委員

＜重要な兼職状況＞
三菱商事株式会社 取締役会長
日清食品ホールディングス株式会社 社外取締役
三菱重工業株式会社 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
グローバルな取引を展開する総合商社における経営者としての豊富な経験と実績、グローバルな事業経営に関
する高い見識を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期
待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定についても客観的・中立的
立場で関与いただく予定です。
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６

　こう　

幸
だ

田　
ま

真
　いん　

音
(戸籍上の氏名　

さわ
澤　

と
登

く
久

こ
子)

（1951年4月25日生）
取締役在任年数：3年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
指名委員会  　6回/  6回開催
報酬委員会　  8回/  9回開催

再 任

社外取締役

独立役員

1995年 ９ 月 作家として独立（現在に至る）

8,573株

2003年 １ 月 財務省財政制度等審議会委員
2004年 ４ 月 滋賀大学経済学部客員教授
2005年 ３ 月 国土交通省交通政策審議会委員
2006年11月 政府税制調査会委員
2010年 ６ 月 日本放送協会経営委員
2012年 ６ 月 日本たばこ産業株式会社 社外取締役（現在に至る）
2013年 ６ 月 株式会社LIXILグループ 社外取締役
2016年 ６ 月 株式会社日本取引所グループ 社外取締役　　　　

　（現在に至る）
2018年 ６ 月 当社取締役（現在に至る）

（担当）指名委員（委員長）、報酬委員

＜重要な兼職状況＞
作家
日本たばこ産業株式会社 社外取締役
株式会社日本取引所グループ 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、国際金融に関する高い見識に
加え、作家としての深い洞察力と客観的な視点を備え、財務省や国土交通省の審議会委員を歴任された経験か
ら豊富な見識及び経験を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただける
ことが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員会の委員長として当社の役員候補者の選定等の決定と、報酬委員と
して当社の役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

７

　たけ　

竹
　おか　

岡
 

　
や

八
え

重
こ

子
（1957年5月10日生）
取締役在任年数：2年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　14回/16回開催
監査委員会　15回/15回開催

再 任

社外取締役

独立役員

1985年 ４ 月 弁護士登録（第二東京弁護士会所属）

13,820株

2003年10月 公益財団法人日弁連法務研究財団研究部会長
2005年 1 月 総合科学技術会議 知的財産戦略専門調査会委員
2006年 3 月 中小企業政策審議会委員
2007年 1 月 光和総合法律事務所入所（現在に至る）
2008年 4 月 国立大学法人電気通信大学経営協議会委員
2011年 3 月 産業構造審議会委員
2014年12月 内閣府戦略的イノベーション創造プログラム革新的

構造材料知財委員会委員
2015年 6 月 当社監査役
2019年 3 月 AGC株式会社 社外監査役（現在に至る）
2019年 6 月 当社取締役（現在に至る）

（担当）監査委員（委員長）

＜重要な兼職状況＞
光和総合法律事務所 弁護士
AGC株式会社 社外監査役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、長年の当社での監査役及び取
締役としての経験に加え、弁護士として長年にわたり活躍され、法律の専門家としての豊富な専門知識と高い
見識を活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取
締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員会の委員長として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人
の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

16

取締役13名選任の件



2021/05/22 9:47:33 / 21750218_三菱自動車工業株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

８

さ

佐
さ

々
え

江
　けん　

賢
　いち　

一
　ろう　

郎
（1951年９月25日生）

取締役在任年数：2年
2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　16回/16回開催
指名委員会  　6回/  6回開催

再 任

社外取締役

独立役員

1974年 4 月 外務省入省

6,688株

2000年 4 月 内閣総理大臣秘書官
2001年 4 月 総合外交政策局審議官
2002年 3 月 外務省経済局長
2005年 1 月 同省アジア大洋州局長
2008年 1 月 外務審議官
2010年 8 月 外務事務次官
2012年 9 月 特命全権大使 アメリカ合衆国駐箚
2018年 ４ 月 外務省顧問（現在に至る）
2018年 6 月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長兼所長
2018年 8 月 株式会社ホテルオークラ 社外取締役（現在に至る）
2019年 6 月 セーレン株式会社 社外取締役（現在に至る）
2019年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2020年12月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長　　　　

（現在に至る）
（担当）指名委員

＜重要な兼職状況＞
公益財団法人日本国際問題研究所 理事長
外務省顧問
株式会社ホテルオークラ 社外取締役
セーレン株式会社 社外取締役
富士通株式会社 社外取締役（2021年6月就任予定）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、外務省において要職を歴任
し、外交官としての広範な国際感覚と豊富な見識及び経験を有しており、これらを活かし、積極的な当社経営
の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定と、報酬委員として当社の
役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

９

　その　

園
 

　
き よ し

潔
（1953年4月18日生）
取締役在任年数：2年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　14回/16回開催
監査委員会　12回/15回開催

再 任

社外取締役

1976年 4 月 株式会社三和銀行入社

- 株

2004年 5 月 株式会社UFJ銀行 取締役執行役員
2006年 1 月 株式会社三菱東京UFJ銀行 執行役員
2006年 5 月 同行常務執行役員
2010年 5 月 同行専務執行役員
2012年 5 月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 常務執

行役員
2012年 6 月 株式会社三菱東京UFJ銀行 副頭取
2014年 5 月 同行取締役副会長
2014年 6 月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 取締役

会長
2014年 6 月 三菱UFJニコス株式会社 社外取締役（現在に至る)
2015年 6 月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 取締役

代表執行役会長
2017年 6 月 南海電気鉄道株式会社 社外取締役（現在に至る）
2017年 6 月 株式会社三菱東京UFJ銀行 取締役副会長執行役員
2018年 4 月 株式会社三菱UFJ銀行 取締役副会長執行役員
2019年 4 月 同行取締役会長

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 取締役
執行役常務

2019年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2019年 6 月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 常務執

行役員
2021年 ４ 月 株式会社三菱UFJ銀行 特別顧問（現在に至る）

（担当）監査委員

＜重要な兼職状況＞
株式会社三菱UFJ銀行 特別顧問
三菱UFJニコス株式会社 社外取締役
南海電気鉄道株式会社 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
国際的な金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見識を有しており、その経験・見識を活かし、積極的な
当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

10

　さか　

坂
　もと　

本
 

　
　ひで　

秀
　ゆき　

行
（1956年4月15日生）
取締役在任年数：2年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　14回/16回開催
指名委員会　  5回/  5回開催

再 任

社外取締役

1980年 4 月 日産自動車株式会社入社

6,688株

2008年 4 月 同社執行役員Nissan PV第一製品開発本部 担当
2009年 5 月 同社執行役員 共通プラットフォーム＆コンポーネ

ンツアライアンス担当
2012年 4 月 同社常務執行役員 生産技術本部 担当
2014年 4 月 同社副社長 製品開発 担当
2014年 6 月 株式会社日産オートモーティブテクノロジー 取締

役会長
2014年 6 月 日産自動車株式会社 取締役、副社長 製品開発 担当
2018年 １ 月 同社取締役、副社長 生産事業 担当
2018年 ６ 月 日産自動車九州株式会社 取締役会長（現在に至る)
2018年 8 月 愛知機械工業株式会社 取締役会長（現在に至る）
2018年 9 月 ジヤトコ株式会社 取締役会長（現在に至る）
2019年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2019年 6 月 日産自動車株式会社 執行役副社長 日産生産・SCM 

担当
2020年 2 月 同社取締役、執行役副社長 日産生産・SCM 担当

（現在に至る）
（担当）指名委員

＜重要な兼職状況＞
日産自動車株式会社 取締役、執行役副社長
ジヤトコ株式会社 取締役会長
愛知機械工業株式会社 取締役会長
日産自動車九州株式会社 取締役会長

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける経営陣として豊富な見識及び経験を有しており、それらを
活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、指名委員として当社の役員候補者の選定等の決定についても、客観的・中立
的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

11

　なか　

中
　むら　

村
 

　
　よし　

嘉
　ひこ　

彦
（1956年11月28日生）

取締役在任年数：1年
2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　13回/13回開催
監査委員会　11回/11回開催

再 任

社外取締役

独立役員

1979年11月 ピートマーウィックミッチェル会計士事務所（現 有
限責任あずさ監査法人）入所

3,648 株

1983年 3 月 公認会計士登録
1994年10月 港監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）代表社員
2003年10月 有限責任あずさ監査法人 パートナー
2019年 6 月 西華産業株式会社補欠監査役
2019年 7 月 公認会計士中村嘉彦会計事務所開設（現在に至る）
2020年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2020年 ６ 月 西華産業株式会社 社外監査役（現在に至る）

（担当）監査委員

＜重要な兼職状況＞
公認会計士中村嘉彦会計事務所
西華産業株式会社 社外監査役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として長年にわた
り活躍され、会計監査の専門家としての豊富な知識を有しており、それらを活かし、積極的な当社経営の監督
及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

12

た

田
　がわ　

川
 

　
じ ょ う

丈
じ

二
（1960年7月12日生）
取締役在任年数：1年

2020年度取締役会等出席回数
取締役会　　13回/13回開催
報酬委員会　  6回/  6回開催

再 任

社外取締役

1983年 4 月 日産自動車株式会社入社

3,648 株

2006年 4 月 同社執行役員 財務部、IR部 担当
2010年 4 月 同社執行役員 IR部、M&A支援部 担当
2014年 4 月 同社常務執行役員 IR部、M&A支援部 担当
2014年10月 ルノー・ジャポン株式会社 取締役
2019年 4 月 日産自動車株式会社常務執行役員 IR部 担当
2019年12月 同社専務執行役員 チーフサステナビリティオフィ

サー、グローバル渉外、環境/CSR、IPプロモーシ
ョン、コーポレートマネジメントオフィス、取締役
会室、コーポレートサービス、IR部 担当

2020年 4 月 同社専務執行役員 チーフサステナビリティオフィ
サー、グローバル渉外、環境/CSR、IPプロモーシ
ョン、コーポレートサービス、IR部 担当

2020年 6 月 ルノー 社外取締役（現在に至る）
2020年 6 月 当社取締役（現在に至る）
2021年 ４ 月 日産自動車株式会社専務執行役員 チーフサステナ

ビリティオフィサー、グローバル渉外、環境/CSR、
危機管理&セキュリティオフィス、IPプロモーショ
ン、コーポレートサービス 担当（現在に至る）

（担当）報酬委員

＜重要な兼職状況＞
日産自動車株式会社 専務執行役員
ルノー 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける経営陣として豊富な見識及び経験を有しており、それらを
活かし、積極的な当社経営の監督及び助言・提言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候
補者としました。
また、同氏が選任された場合は、報酬委員として当社の役員報酬制度等の決定についても、客観的・中立的立
場で関与いただく予定です。
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候補者番号 氏名(生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職状況 所有株式数

13

　いく　

幾
　しま　

島
 

　
　たか　

剛
　ひこ　

彦
（1967年1月13日生）
取締役在任年数：1年

2020年度取締役会出席回数
取締役会　　13回/13回開催

再 任

社外取締役

1990年 4 月 日産自動車株式会社入社

3,648 株

2019年11月 同社経理部 グローバルレベニュー&地域別事業収
益管理グループ本部長 兼 LCV事業本部 コントロ
ール部 部長

2019年12月 同社常務執行役員 グローバルコントローラー、会
計 担当（現在に至る）

2020年 6 月 当社取締役（現在に至る）

＜重要な兼職状況＞
日産自動車株式会社 常務執行役員

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
世界各地で事業を展開する自動車メーカーにおける豊富な見識及び経験を有しており、それらを活かし、積極
的な当社経営の監督及び提言・助言をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者としまし
た。
また、同氏が選任された場合は、監査委員として執行役及び取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定につ
いても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社と白地浩三氏、宮永俊一氏、小林健氏、幸田真音氏、竹岡八重子氏、佐々江賢一郎氏、園潔氏、坂本秀行氏、

中村嘉彦氏、田川丈二氏及び幾島剛彦氏との間では、会社法第423条第１項に定める責任について、７百万円又
は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする契約を締結しております。各氏
の選任が承認された場合は、上記責任限定契約を継続する予定であります。

３．当社は、平工奉文氏の選任が承認された場合は、同氏との間で会社法第423条第１項に定める責任について、７
百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする契約を締結する予定で
あります。

４．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の50ペー
ジに記載のとおりであります。各候補者の選任が承認され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

５．幸田真音氏が社外取締役として在任している株式会社日本取引所グループ（以下「JPX」という。）は、2020年
にJPXの子会社である株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）の株式売買システム「arrowhead」に
おいて発生した障害及びそれを契機として東証の全ての取引が終日停止したことを受けて、障害が発生した機器
の自動切替え機能の設定に不備があったことや、売買再開に係る東証のルールが十分でなかったことなどが認め
られたとして、2020年11月に業務改善命令を受けました。
同氏は、当該事象発生以前より、JPXの取締役会において、安定性及び信頼性の高い市場運営のあり方について
適宜提言を行っており、当該事象発生後は、JPXが設置した「システム障害に係る独立社外取締役による調査委
員会」の委員として、障害発生当日中の事実経過や障害発生原因等に関するJPX及び東証の見解や認定に対して、
本障害発生の真因、JPX及び東証の事前・事後の対応の妥当性、再発防止措置等の事項に関して評価及び提言を
行うとともに、JPXの取締役会において、同委員会の調査状況及び調査結果について報告を行うなど、その職責
を果たしております。

６．園潔氏が株式会社三菱UFJ銀行の取締役として在任中でありました2019年２月に、同行は、米国通貨監督庁
（Office of the Comptroller of the Currency、以下「OCC」という。）との間で、米国の銀行秘密法に基づ
くマネーロンダリング防止に関する内部管理態勢等が不十分であるとのOCCからの指摘に関し、改善措置等を講
じることで合意しました。

７．坂本秀行氏が取締役として在任している日産自動車株式会社では、2017年９月から11月にかけ、同社国内車両
製造工場において、完成検査（全数検査）に係る不適切な取扱いがなされている事実が発覚しました。この事実
に関し、同社は、2018年３月26日に、国土交通省より業務改善指示を受けています。また、上記事実に加え、
同社では、同年７月から12月にかけ、同社国内車両製造工場において、完成検査（排出ガス測定及び精密抜取測
定並びに全数検査）において、不適切な取扱いがなされている事実が発覚しました。これらの事実に関し、同社
は、同年12月19日に、国土交通省より業務改善指導を受けています。
同社は、2018年12月10日及び2019年１月11日、カルロス ゴーン元取締役会長及びグレッグ ケリー元代表取
締役が金融商品取引法違反（虚偽有価証券報告書提出罪）により起訴されたことに伴い、会社としても起訴され
ました。加えて、カルロス ゴーン元取締役会長は、2019年１月11日及び４月22日に、会社法違反（特別背任
罪）により起訴されております。なお、これらはいずれも司法手続継続中であります。
同社は、2019年５月14日付で、第107期（2006年３月期）から第119期（2018年３月期）までの有価証券報
告書において開示した役員報酬等の内容を訂正する訂正報告書を、関東財務局に提出しました。このうち、第116
期（2015年３月期）から第119期（2018年３月期）までの有価証券報告書等開示書類に関し、2020年２月27
日付で金融庁長官から24億2,489万5千円の課徴金納付命令の決定を受けました。米国でも、有価証券報告書に
おける取締役報酬に係る重大な虚偽記載に関し、米国証券取引委員会との間で、行政手続による和解契約を締結
し、1,500万ドルの課徴金を支払うことに合意しました。

８．宮永俊一氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である三菱商事株式会社の取締役であり、また過去
10年間に同社の取締役でした。

９．小林健氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である三菱商事株式会社の取締役であり、また過去10
年間に同社の取締役でした。
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10. 坂本秀行氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の取締役、執行役副社長
であり、過去10年間に同社の執行役員、常務執行役員、取締役、副社長、執行役副社長、取締役、執行役副社長
でした。また、同氏は、過去２年間において同社の取締役、副社長、執行役副社長、取締役、執行役副社長とし
ての報酬を受けていました。今後も取締役、執行役副社長として報酬を受ける予定であります。また、同氏は当
社の特定関係事業者（当社の関連会社）であるジヤトコ株式会社の取締役会長であり、また過去10年間に同社の
取締役会長でした。さらに、同氏は過去10年間に当社の特定関係事業者（当社の関連会社）である株式会社NMKV
の取締役でした。

11. 田川丈二氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の専務執行役員であり、
過去10年間に同社の常務執行役員及び専務執行役員でした。また、同氏は、過去2年間において同社の常務執行
役員及び専務執行役員としての報酬を受けていました。今後も専務執行役員として報酬を受ける予定であります。

12. 幾島剛彦氏は、現に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である日産自動車株式会社の常務執行役員であり、
過去10年間に同社の使用人、常務執行役員でした。また、同氏は、過去2年間において同社の使用人、常務執行
役員として報酬を受けていました。今後も常務執行役員として報酬を受ける予定であります。

13. 本議案が承認された場合、各委員会の構成を次のとおりとする予定であります。
指名委員会：幸田真音氏（委員長）、小林健氏、佐々江賢一郎氏、坂本秀行氏、平工奉文氏
報酬委員会：宮永俊一氏（委員長）、幸田真音氏、佐々江賢一郎氏、田川丈二氏、加藤隆雄氏
監査委員会：竹岡八重子氏（委員長）、園潔氏、中村嘉彦氏、幾島剛彦氏、白地浩三氏
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ご参考 社外取締役の独立性判断基準

当該社外取締役が次のいずれにも該当することなく、当社の経営陣から独立した中立の存在であ
ること。

　1　当社主要株主※1の業務執行者
　2　当社の主要取引先※2若しくは当社を主要取引先とする会社又はそれらの親会社若しくは子

会社の業務執行者
　3　当社の主要な借入先※3又はそれらの親会社若しくは子会社の業務執行者
　4　当社の法定監査を行う監査法人に所属する者
　5　当社から、役員報酬以外に多額※4の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会

計士等の会計専門家、弁護士等の法律専門家（当該財産を得ているのが、法人・組合等の
団体である場合は当該団体に所属している者）

　6　当社の役員相互就任先の業務執行者
　7　当社から多額※4の寄付又は助成を受けている団体の業務執行者
　8　過去3年以内で、1～7のいずれかに該当していた者
　9　現在、近親者（2親等以内）が1～7のいずれかに該当する者
10　社外取締役としての在任期間が通算8年間を超える者
11　その他の事情を実質的又は総合的に勘案して、当社との関係性が強いと見られる可能性が

　　  ある者

　　※1  主要株主　　：10％以上の議決権を有する者。
　　※2  主要取引先　：当社の取引先であってその年間取引金額が直近事業年度の当社の連結売上高又は相手方の直近事業

年度の連結売上高の2％を超える取引先。
　　※3  主要な借入先：当社が借入を行っている金融機関であって、その借入額が直近事業年度末の連結総資産の2％を超

える借入先。
　　※4  多額　　　　：当社から収受している対価が年間1,000万円以上。

以上
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添付書類
事 業 報 告（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
＜当事業年度の連結業績概況＞
　当社グループの当事業年度の連結業績は、以下のとおりであります。

　昨年初めより顕在化してまいりました新型コロナウイルス感染拡大等による世界的な自動車需
要低迷は、先進国では徐々に落ち着きを取り戻しつつありますが、当社が得意とする市場の回復
は遅れ、厳しい状況が続きました。
　そのような状況の下、当社グループは収益力の抜本的な改善を図るべく新中期経営計画「Small 
but Beautiful」を策定し、「選択と集中」の基本概念に沿って固定費削減などの構造改革を進め
てまいりました。
　結果、通期販売台数はグローバルで80万１千台と前事業年度を下回り、通期連結売上高は前年
度比36％減の１兆4,555億円となりましたが、全社的な諸経費・固定費削減や構造改革活動など
の効果により、連結営業利益は本年２月に公表した通期見通し1,000億円の損失から改善し、通
期で953億円の損失となりました。収益モメンタムは上期で底を打ち、着実に回復しておりま
す。なお、連結経常利益は1,052億円の損失（前年度比△1,014億円）、連結当期純利益（親会
社株主に帰属する当期純利益）は3,123億円の損失（前年度比△2,865億円）となりました。
　各事業の連結業績につきましては、自動車事業に係る売上高は１兆4,365億円（前年度比△
8,154億円）となり、営業利益は1,013億円の損失（前年度比△1,091億円）となりました。ま
た、金融事業に係る売上高は358億円（前年度比△46億円）となり、営業利益は48億円（前年
度比△8億円）となりました。
　なお、配当に関しましては、当社は株主の皆様への利益還元を重要政策の１つと位置づけ、安
定した配当の維持を基本に、業績や財務状況等を勘案して配当を行うことを基本方針としており
ますものの、当事業年度におきましては配当原資が不足しておりますことから、誠に遺憾ながら
配当は無配となります。株主の皆様におかれましては、何卒ご理解くださいますようお願い申し
上げます。
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＜当事業年度の主な取り組み＞
　当社グループは、当事業年度において、新中期経営計画「Small but Beautiful」に沿って様々
な取り組みを実施いたしました。主な取り組みは次のとおりです。

　まず、固定費削減につきまして、２年間で20％以上の削減計画を中期経営計画の中で掲げ、構
造改革を進めました。結果、当社グループが想定していた以上に施策が進展し、本計画を１年前
倒しで達成しております。
　具体的な施策としましては、間接員労務費に関しまして、再配置、新規採用抑制、希望退職制
度等により人員適正化を進めるとともに、報酬制度の見直し等を実施しました。
　また、マーケティング費用に関しまして、「選択と集中」の基本概念に沿って、ノンコア地域
の費用を抑制し、コア地域に集中投下することにより、費用対効果を向上させると同時に費用総
額の大幅削減を実現しております。開発費も同様に「選択と集中」に取り組み、ノンコア地域向
けの開発費用を抑制する一方で、コア地域には集中投下することにより、当社の戦略に沿った商
品開発が実現できる体制を整えました。これにより、計画を上回る費用削減と開発の効率化を達
成しております。
　さらには、生産体制再編に関しまして、パジェロ製造株式会社の生産停止を行う決定をし、生
産ラインの統廃合を実施することにより、販売に見合った高稼働体制を整えました。減価償却費
につきましても、第１四半期での固定資産の減損処理を通じて費用削減が進んでおります。
　その他、子会社等の本社オフィスビルへの集約など、あらゆる施策が想定以上に進展しました。
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　次に、地域戦略として、欧州市場におきましては、当社グループは2023年を目途に32か国中
15か国で新車販売事業から撤退するとともに、商品ラインアップを最適化するため、アライアン
スパートナーであるルノーより、２車種のOEM供給を受けることを決定しました。これらの施策
実行により、収益性改善の戦略を維持しつつ、環境規制厳格化や市場動向の変化に向けて、引き
続き将来の事業性の可能性を検討していきます。
　コア地域につきましては、コロナ禍により厳しい状況が続くASEAN市場において、販売の質
改善やディーラーネットワークの強化、デジタルマーケティング強化等を進め、事業基盤の強化
を図りました。また、オセアニア市場では、2020年11月より全世界に先立ち、フロント及びリ
ヤのデザインを一新した新型『エクリプス クロス』の販売を開始しました。お客様からの評価も
高く、販売は順調な滑り出しを見せております。

　さらに、環境への取り組み方針として、当社グループは2020年11月に公表した「新環境計画
パッケージ」内において、電動車比率50％、新車CO2排出量 -40％（2010年度比）、事業活動
CO2排出量 -40％（2014年度比）といった、2030年における目標を掲げました。
　これらの達成に向け、2030年までにすべての車種に電動車を設定いたします。そして、イン
フラ整備が整い、一層の規制強化が進む国や地域に向けて、電動車を積極的に投入します。その
一方で、インフラ設備や環境規制の整備が今後始まる国や地域に向けては、プラグイン・ハイブ
リッド車やBEVを先行投入し、地域の要望に合致する商品開発を通じて競争力を強化していく計
画です。
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　当事業年度では、当社グループが得意とするプラグイン・ハイブリッド車におきまして、新た
に新型『エクリプス クロス』PHEVモデルを発売しました。いずれの販売国においても高い評価
を受けており、受注も好調に推移しております。また、先般発売を開始いたしました新型『アウ
トランダー』では、2021年度中にPHEVモデル投入を予定しております。さらには現在、日産自
動車株式会社と軽自動車EVの共同開発を進めております。

　これらに加えて、当事業年度は在庫の削減にも注力いたしました。結果、計画以上に削減する
事ができ、健全な在庫水準となりました。

　2021年度も厳しいマーケット環境が持続することが予測されますが、当社は中長期的な持続
的成長を実現するためにも、引き続き新中期経営計画「Small but Beautiful」に沿って改革を
進め、強固な経営基盤を構築してまいります。

(2) 設備投資の状況
　当事業年度において実施した当社グループの設備投資については、主に新商品・新技術の開発
設備及び生産設備等への投資を実施した結果、投資総額は764億円となりました。

(3) 資金調達の状況
　当事業年度の必要資金については、主に手元資金及び借入金でまかなわれており、当社グルー
プの当事業年度末の借入金残高は、4,543億円となっております。なお、当事業年度に顕在化し
たコロナ禍による売上減少に伴う運転資金需要の増加により、当事業年度中に、当社単体におい
て新たに総額2,000億円の長期借入を実行した他、連結子会社においても長期借入の実行及び新
規借入枠の設定を行っております。
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(4) 対処すべき課題
　足許の環境変化を踏まえた経営課題の認識と、当社経営戦略の概略は次のとおりです。

　当事業年度に新型コロナウイルス感染拡大で落ち込んだ世界の自動車需要は、元の水準まで回
復しないものの、各国の景気刺激策の後押しもあり、2021年度において一定の回復はみられる
と予想しております。しかしながら、足許では、新型コロナウイルスの収束の不透明感、材料市
況の高騰、半導体供給不足を主とするサプライチェーン途絶リスクが浮上しており、当社を取り
巻く事業環境は引き続き不安定な状況です。
　このような不透明な外部環境の下、当社グループは収益基盤の強化と黒字化の達成を図るべく、
引き続き新中期経営計画「Small but Beautiful」に沿って、構造改革等の施策を進めてまいり
ます。

＜当社グループが目指す姿＞
　当社グループは、中長期的な持続的成長に向けて、「三菱自動車らしさ」の再定義を行いまし
た。当社グループが目指す姿、つまり「三菱自動車らしさ」とは、環境を軸とした、安全・安心・
快適であると考えております。具体的には、当社が強みを持つ①電動化技術と、②オフロードの
高い走破性を持ったSUV技術、そして、③機能的で愉しい空間での快適性能を、お客様に体感し
ていただけるようなクルマづくりをしていくことを想定しております。
　当社グループの電動化技術の根幹にあるプラグイン・ハイブリッド技術は、急速に普及する脱
炭素社会への最適解として大きな武器となる可能性を有しております。このプラグイン・ハイブ
リッド技術を、どのような道路環境においても高いパフォーマンスを維持できるSUVに搭載する
ことによって、電欠を気にすることなく、どこまでも走れる走行性能を持つ、唯一無二のモデル
として、訴求していきたいと考えております。
　また、当社グループには、アライアンスと独自技術による様々なオプションを選択できるとい
う強みがあります。幅広いコンポーネントのオプションを組み合わせることで、それぞれの国や
地域のニーズに合致させ、三菱自動車らしさを加味した魅力的なクルマづくりを順次展開してま
いります。
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　さらに、当社グループは、電動技術を搭載した製品を通じて、あらゆるユーザーの皆様の環境
への取り組みに対し、様々な価値を提供していきたいと考えております。例えば、法人に向けて
は、事業運営に関わるCO2削減や、緊急時の電力の供給源としてご提案できると考えておりま
す。自治体に向けては、災害時における電力の供給源や、本格化するワクチン輸送時の電力サポ
ートなどの付加価値提供が実現できると想定しております。消費者の皆様に向けては、個人レベ
ルでのSDGs（持続可能な開発目標）実現にお役立ていただけるだけではなく、災害時における
電力の供給源としてご活用いただけます。
　加えて、地域への貢献として、二次的な活用としてのV2Xの取り組みを進めております。具体
的には、電動車両を電力の調整リソースとして活用する実験をしており、今後ビジネスとして発
展させたいと考えております。

　グローバル自動車需要は、先進国を中心に徐々に回復してきているものの、我々を取り巻く環
境は引き続き厳しく、不透明な状況です。そういった環境下においても、当社グループは新中期
経営計画「Small but Beautiful」を確実に実行し、経営基盤を一層強固なものにしてまいりま
す。

＜地域戦略＞
　コア地域であるASEANやオセアニアでは、さらなるシェアアップや販売拡大の為、それぞれ
の国に適した取り組みを行ってまいります。
　まず、当事業年度においてコロナ禍で激しい競争に晒されたタイ・フィリピンにつきましては、
2021年度も厳しい市場環境状況が続くと想定しており、それぞれの課題に対する対応は実施し
ているものの、シェア奪回には一定の時間を要すると認識しております。これらの地域では、厳
しい環境の下、反転攻勢の準備として、販売ネットワークの強化を加速いたします。
　一方で、堅調な市場回復が見られるインドネシア、エクスパンダーやトライトンが好調に推移
し、売上・利益ともに拡大を続けるマレーシア、著しい市場拡大の中、当事業年度に過去最高販
売台数を記録したベトナム等は、2021年度も好調な販売モメンタムが続くと想定しており、そ
ういった地域では、需要の増加を確実に捕捉すべく拡販に努めます。
　また、当事業年度において過去最高のマーケットシェアを達成したニュージーランド、為替の
影響もあり好調に推移しているオーストラリアでは、発表以来高い評価を頂いている新型『アウ
トランダー』や『エクリプス クロス』PHEVモデルの投入などを通じ、さらなる販売台数の拡大
を図ります。
　このように、厳しい環境が続く国ではやるべき施策を着実に実行し、オポチュニティが期待で
きる国では機会をしっかりと捉えてまいります。
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＜商品戦略＞
　当社グループは、現在、2022年度以降のさらなる商品ラインアップの充実に向けて、開発を
加速させております。ASEANでは、次世代型のトライトンを皮切りに、当社の既存商品の刷新、
ラインアップの強化を図り、さらにはASEANプラットフォームを活用した全く新しい商品を、
計画通り順次市場に投入してまいります。これらにより各セグメントでのラインアップを充実さ
せ、当社のブランドをさらに強化いたします。

＜固定費削減＞
　固定費削減につきましては、当初の想定以上に進捗し、2年間で20％以上の削減計画を1年前
倒しで当事業年度に達成することができました。当事業年度に取り組んだ多くの施策は、2021
年度も通年で効果を発揮する見込みです。
　一方で、当社グループの新車投入向けの広告宣伝費や2022年度以降市場投入が予定されてい
る新商品開発など、成長に向けた投資は必須です。2021年度におきましては、それらの投資を
積極的に行いつつ、構造改革による固定費削減の通年貢献効果で打ち返し、費用総額を当事業年
度並みに抑制してまいります。
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ご参考
サステナビリティ活動の推進

 持続可能な社会の実現と企業価値の向上に取り組みます

① サステナビリティに対する考え方
　三菱自動車は製品や事業活動からの温室効果ガス低減を責務と捉え、カーボンニュートラルの
実現に貢献してまいります。また、環境面以外においても責任ある事業運営に取り組み、各国・
各地域における事業活動を通じて様々な社会課題の解決を図ることにより、持続可能な社会の実
現に貢献してまいります。

② 三菱自動車のマテリアリティ（重要課題）
　当社は、国連持続可能な開発目標（SDGs）の重要性を認識し、2018年度に環境・社会・ガバ
ナンス各分野の様々な課題から当社が取り組むべき重要課題「マテリアリティ」を特定しました。
2020年度は、環境問題の深刻化や新型コロナウイルス感染拡大による社会情勢の変化への対応
を踏まえ、マテリアリティを見直し※1ました。

自社への影響度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心
度

気候変動・エネルギー問題への対応

道路交通事故の削減に寄与する
製品の提供
製品品質、セールス・サービス品質
の向上

事業を通じた地域経済への貢献

持続可能な
サプライチェーンの実現 

水資源の保全

環境汚染の防止

資源循環の取り組み

人材育成の強化

生物多様性の保全

労働安全衛生の推進

社会貢献活動の推進

ガバナンスの強化とコンプライアンス
の徹底
新しい常態に対応した働き方改革
の推進（ダイバーシティ、ワーク・ライフ・バランス）

E

S

S

S

G

S

E

E

S

E
S

S

E

S

S

E

S

G

環境 （Environment）

社会 （Social）

ガバナンス （Governance）

高い とても高い 極めて高い

高
い

と
て
も
高
い

極
め
て
高
い
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③ サステナビリティ推進体制
　当社が特定したマテリアリティに関しては、役員クラスの担当責任者を定め、目標とKPIを設
定し、取り組んでいます。代表執行役社長を委員長とするサステナビリティ委員会で年度目標を
審議し、実行の進捗確認※2を行い、成果を導き出しています。三菱自動車グループ全体でサステ
ナビリティを推進し、重要事項は取締役会で審議・報告する体制としています。

④ 環境課題への対応　～新環境計画パッケージの策定～
　当社は、顕在化する気候変動問題やパリ協定の締結以降の社会動向を踏まえ、30年先の社会を
見据えた環境への取り組みの方向性を定める必要があると認識し、中長期的な方針と目標を「新
環境計画パッケージ」※3として策定しました。
　新環境計画パッケージは、中長期的な展望を織り込んだ「環境方針」、2050年までに目指し
たい社会像と、当社の取り組みの方向性を定めた「環境ビジョン2050」、このビジョンに基づ
く2030年までの具体的な取り組みを明確にした「環境ターゲット2030」で構成しています。

現在 2030年 2040年 2050年

環境方針
［ 直接的に取り組む３つの環境課題 ］

気候変動対策 資源循環 環境汚染防止

環境ターゲッ
ト2030

ビジョン達成
に向けた

2030年まで
の取り組み事

項

新車からの平均CO2排出量 ▲40％ （2010年度比）
電動車比率 50％
事業活動からのCO2排出量 ▲40％ （2014年度比）

　主な目標

環境ビジョン2050
電動車の普及とその社会的活用の促進
を通じた
『CO2排出ネットゼロ社会』
『資源循環型社会』
『環境汚染のない社会』　実現への貢献

※1 マテリアリティ見直しの詳細は当社ホームページをご覧ください。
➡ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/sustainabilitynews/2021/01/08.html

※2 マテリアリティに関する取り組みの詳細は当社「サステナビリティレポート2020」をご覧ください。
➡ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/report/

※3 「新環境計画パッケージ」の詳細は当社ホームページをご覧ください。
➡ https://www.mitsubishi-motors.com/jp/sustainability/envplan/
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(5) 財産及び損益の状況の推移
項　目 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

売 上 高(百万円) 2,192,389 2,514,594 2,270,276 1,455,476
自 動 車 事 業 2,192,389 2,495,601 2,251,941 1,436,480
金 融 事 業 ー 24,086 40,391 35,788
セグメント間取引消去 ー △5,092 △22,056 △16,793

営 業 利 益(百万円) 98,201 111,815 12,788 △95,321
経 常 利 益(百万円) 110,127 119,850 △3,843 △105,203
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 107,619 132,871 △25,779 △312,317

１株当たりの当期純利益 (円) 72.23 89.26 △17.32 △209.88
純 資 産(百万円) 796,562 881,203 788,363 525,251
１株当たりの純資産 (円) 524.12 585.75 519.15 341.44
総 資 産(百万円) 1,655,299 2,010,309 1,938,123 1,856,279
(注)１．１株当たりの当期純利益は各事業年度中の平均発行済株式数から平均自己株式数を控除した株式数を用

いて算出しております。
２．１株当たりの純資産は各事業年度末の発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数を用いて算出し

ております。
３．当社グループは、2018年度より事業セグメントを「自動車事業」及び「金融事業」の２区分に変更して

おります。

2017

2,192,389

2018

2,514,594

2019

2,270,276

2020
（年度）

1,455,476

■ 売上高（百万円）

98,201

2017

111,815

2018

12,788

2019 2020
（年度）

△95,321

■ 営業利益（百万円）

2018

132,871

2017

107,619
△25,779

2019 2020
（年度）

△312,31772.23 89.26
△17.32

△209.88

■ 親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
　 １株当たりの当期純利益（　 ）（円）
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(6) 重要な子会社の状況（2021年３月31日現在）

会社名 所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容

東日本三菱自動車販売株式会社 東京都 100百万円 100.00％ 自動車の販売

西日本三菱自動車販売株式会社(注)1 大阪府 100百万円 100.00 自動車の販売

三菱自動車ロジテクノ株式会社 神奈川県 436百万円 100.00
(注)2

自動車部品の販売
自動車の整備

パジェロ製造株式会社 岐阜県 610百万円 100.00 自動車の製造

水菱プラスチック株式会社 岡山県 100百万円 100.00 自動車部品の製造

三菱自動車エンジニアリング株式会社 愛知県 350百万円 100.00 自動車の開発

三菱自動車ファイナンス株式会社(注)3 東京都 3,000百万円 100.00 販売金融

ミツビシ・モーターズ・ノース・アメリカ・
インク 米国 398百万米ドル 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ・ヨーロッパ・
ビー・ブイ オランダ 107百万ユーロ 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ（タイランド）・
カンパニー・リミテッド タイ 7,000百万バーツ 100.00 自動車の製造・販売

ミツビシ・モーターズ・オーストラリア・
リミテッド オーストラリア 1,789百万豪ドル 100.00 自動車の販売

ミツビシ・モーターズ・フィリピンズ・
コーポレーション フィリピン 1,640百万フィリピンペソ 100.00 自動車の製造・販売

ピーティー・ミツビシ・モーターズ・
クラマ・ユダ・インドネシア インドネシア 2,200,000百万インドネシアルピア 51.00 自動車の製造

ミツビシ・モーターズ・ベトナム・
カンパニー・リミテッド ベトナム 410,812百万ベトナムドン 41.20 自動車の製造・販売

(注)　１．西日本三菱自動車販売株式会社は、2020年4月1日付で中部三菱自動車販売株式会社を吸収合併いたしま
した。

２．三菱自動車ロジテクノ株式会社は、2020年6月30日付で完全子会社化いたしました。
３．三菱自動車ファイナンス株式会社は、2021年2月1日付で会社名を「MMCダイヤモンドファイナンス株

式会社」より変更いたしました。
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(7) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

当社グループが行っている事業は、以下のとおりであります。
①自動車事業

自動車及びその部品の開発、製造、販売を主な事業としており、主要な商品は次のとおりで
あります。
（ⅰ）EV・PHEV

「エクリプス クロス（PHEV）」、「アウトランダーPHEV」、
「i-MiEV」、「ミニキャブ・ミーブ」

（ⅱ）SUV・ピックアップ
「RVR/アウトランダースポーツ/ASX」、「エクリプス クロス」、
「アウトランダー」、「トライトン/L200/L200スポーテロ/ストラーダ」※、
「パジェロ/モンテロ」※、「パジェロスポーツ/モンテロスポーツ」※

（ⅲ）乗用車・ミニバン
「ミラージュ/スペーススター」、「アトラージュ/ミラージュG4」※、
「デリカD:2」、「デリカD:5」、「エクスパンダー」※、「エクスパンダー クロス」※

（ⅳ）軽自動車
「eKクロス」、「eKワゴン」、「eKクロス スペース」、「eKスペース」、
「タウンボックス」、「ミニキャブ トラック」、「ミニキャブ バン」

（注）１.　「 」内の名称は、全て同一車種の名称となります。また、下線のついた名称は、海外のみで使用さ
   れている名称です。

   ２.　※印のついた車種は、海外専用車種であります。

②金融事業
自動車のリース、販売金融等の事業を行っております。
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(8) 主要な営業所及び工場等（2021年３月31日現在）

① 当社
本　社 東京都　港区
技術センター 愛知県　岡崎市
EV技術センター 愛知県　岡崎市
京都研究所 京都府　京都市
十勝研究所 北海道　河東郡
岡崎製作所 愛知県　岡崎市
水島製作所 岡山県　倉敷市
京都製作所
　　　　　　京都工場 京都府　京都市
　　　　　　滋賀工場 滋賀県　湖南市

デザインセンター 愛知県　岡崎市
東京デザイン 東京都　港区
ソフトウェアイノベーションセンター 東京都　港区

　② 子会社
　　「 1 (6)重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

(9) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

事業区分 使用人数
自動車事業 29,860 名 (6,368 名)
金融事業 231 (66)

合計 30,091 (6,434)
　（注）１．使用人数は、就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から

当社グループへの出向者を含みます。）であり、非連結子会社の使用人は含めておりません。
２．（ 　）内は、臨時従業員（嘱託、パートタイマー、期間社員、派遣社員等）の人員数を外数で表示

しております。
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(10) 主要な借入先（2021年３月31日現在）

　当事業年度末時点における当社連結借入金の状況は以下のとおりです。

　（連結借入金の状況）
借入先 借入残高

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 77,633百万円
株式会社みずほ銀行 45,793
株式会社三井住友銀行 41,678
(注)　上記の借入残高には、各行の海外現地法人等を含みます。

　また、当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株式会社三菱UFJ銀行を主幹事
とした借入極度額152,000百万円のコミットメントライン契約を締結しておりますが、当事業年
度末に終了し、株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とした2021年４月1日発効の借入極度額
152,000百万円のコミットメントライン契約を新たに締結しております。

　（コミットメントライン契約の状況）
銀行名 借入極度額

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 55,000百万円
株式会社みずほ銀行 25,000
株式会社三井住友銀行 20,000
バンコック・バンク・パブリック・カンパニー・リミテッド 11,500
その他（16行） 40,500
合計 152,000
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2 当社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 1,575,000,000株

(2) 発行済株式総数 1,490,282,496株（前事業年度末比　増減なし）

(3) 株主数 264,761名（前事業年度末比　8,831名増）

(4) 大株主
株主名 持株数 持株比率

日産自動車株式会社 506,620,577株 34.03％
三菱商事株式会社 298,012,214 20.01
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 39,107,900 2.62
三菱重工業株式会社 21,572,455 1.44
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 15,505,500 1.04
株式会社日本カストディ銀行（信託口９） 15,423,500 1.03
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 14,877,512 0.99
ＢＮＹＭＳＡＮＶ　ＡＳ　ＡＧＥＮＴ／ＣＬＩＥＮＴＳ　ＬＵＸ
ＵＣＩＴＳ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　１ 12,356,100 0.83
株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 11,345,200 0.76
株式会社日本カストディ銀行（信託口６） 10,060,900 0.67

（注）上記の持株比率は、自己株式（1,604,136株）を控除して計算しております。なお、自己株式には役員報酬BIP信託
が所有する当社株式（1,152,650株）は含まれません。
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3 会社役員に関する事項
(1) 取締役（2021年３月31日現在）

地位及び担当 氏　名 重要な兼職の状況等
　取締役
　指名委員
　報酬委員

加　藤　隆　雄 　代表執行役CEO

　取締役
　監査委員 白　地　浩　三

　取締役（社外取締役）
　報酬委員（委員長） 宮　永　俊　一 　三菱重工業株式会社 取締役会長

　三菱商事株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員 小　林　　　健

　三菱商事株式会社 取締役会長
　日清食品ホールディングス株式会社 社外取締役
　三菱重工業株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　報酬委員 江　上　節　子

　武蔵大学大学院人文科学研究科 教授
　武蔵大学社会学部 教授
　三菱地所株式会社 社外取締役
　株式会社りそなホールディングス 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員（委員長）
　報酬委員

幸　田　真　音
　作家
　日本たばこ産業株式会社 社外取締役
　株式会社日本取引所グループ 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　監査委員（委員長） 竹　岡　八重子 　光和総合法律事務所 弁護士

　AGC株式会社 社外監査役

　取締役（社外取締役）
　指名委員 佐々江　賢一郎

　公益財団法人日本国際問題研究所 理事長
　外務省顧問
　株式会社ホテルオークラ 社外取締役
　セーレン株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　監査委員 園　　　　　潔

　株式会社三菱UFJ銀行 取締役会長
　株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 常務執行役員
　三菱UFJニコス株式会社 社外取締役
　南海電気鉄道株式会社 社外取締役

　取締役（社外取締役）
　指名委員 坂　本　秀　行

　日産自動車株式会社 取締役、執行役副社長
　ジヤトコ株式会社 取締役会長
　愛知機械工業株式会社 取締役会長
　日産自動車九州株式会社 取締役会長
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地位及び担当 氏　名 重要な兼職の状況等
　取締役（社外取締役）
　監査委員 宮　川　美津子 　TMI総合法律事務所 弁護士

　エステー株式会社 社外取締役
　取締役（社外取締役）
　監査委員 中　村　嘉　彦 　公認会計士中村嘉彦会計事務所

　西華産業株式会社 社外監査役
　取締役（社外取締役）
　報酬委員 田　川　丈　二 日産自動車株式会社 専務執行役員

　ルノー 社外取締役

　取締役（社外取締役） 幾　島　剛　彦 日産自動車株式会社 常務執行役員

(注)１．監査委員中村嘉彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

２．監査委員園潔氏は、金融機関における長年の職務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

３．当社は、日常的に監査を実施するとともに情報の収集や監査環境の整備に努め、監査委員会に対して適時・適切に
監査関連情報等を伝達し、監査業務全体の円滑な遂行を図ることを目的として、監査委員白地浩三氏を常勤の監査
委員として選定しております。

４．益子修氏は、2020年8月7日をもって、取締役を辞任いたしました。なお、退任時における地位及び担当は取締役
会長 代表執行役であり、指名委員でした。同氏の退任に伴い、2020年8月7日付で取締役加藤隆雄氏が指名委員に
就任いたしました。

５．取締役江上節子氏は、2021年3月31日をもって武蔵大学大学院人文科学研究科の教授及び武蔵大学社会学部の教授
を退任いたしました。

６．取締役佐々江賢一郎氏は、2020年12月25日をもって公益財団法人日本国際問題研究所の所長を退任いたしまし
た。

７．取締役園潔氏は、2021年３月31日をもって、株式会社三菱UFJ銀行の取締役会長を退任し、2021年４月１日に同
行の特別顧問に就任いたしました。また、同氏は、2021年３月31日をもって、株式会社三菱UFJフィナンシャル・
グループの常務執行役員を退任いたしました。

８．取締役宮川美津子氏は、2020年6月25日をもって、パナソニック株式会社の社外監査役を退任いたしました。
９．取締役中村嘉彦氏は、2020年６月24日に西華産業株式会社の社外監査役に就任いたしました。
10. 取締役江上節子氏、幸田真音氏、竹岡八重子氏、佐々江賢一郎氏、宮川美津子氏及び中村嘉彦氏については、株式

会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
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(2) 執行役（2021年３月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況等

　代表執行役CEO 加　藤　隆　雄

　代表執行役Co-COO 長　岡　　　宏 　開発担当役員兼務

　代表執行役Co-COO 矢田部　陽一郎 　アセアン・オセアニア担当役員兼務

　代表執行役CFO 池　谷　光　司

　上席執行役 稲　田　仁　士 　コーポレートガバナンス担当役員

　上席執行役 安　藤　剛　史 　生産担当役員

　上席執行役 服　部　行　博 　購買担当役員

　上席執行役 辻　　　　　昇 　国内営業担当役員

　執行役 平　形　紀　明 　経営戦略室長

　執行役 山　田　耕　司 　TCS(Total Customer Satisfaction)本部長

　執行役 並　木　恒　一 　商品戦略本部長

　執行役 シグノリエロ ジョン 　グローバルマーケティング＆セールス担当役員
(注)１．加藤隆雄氏は、取締役を兼任しております。

２．益子修氏は、2020年8月7日をもって、代表執行役を辞任いたしました。
３．安藤剛史氏は、2021年３月31日をもって、上席執行役を退任いたしました。
４．2021年４月１日現在の執行役の状況は以下のとおりであります。なお、当社は、同日をもって、執行役の役位等の

名称を以下のとおり変更いたしました。
地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況等

　代表執行役社長
　兼 最高経営責任者 加　藤　隆　雄

　代表執行役副社長 長　岡　　　宏 　ものづくり担当

　代表執行役副社長 矢田部　陽一郎 　営業担当

　代表執行役副社長 池　谷　光　司 　CFO

　上席執行役 稲　田　仁　士 　コーポレートガバナンス担当
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地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況等

　上席執行役 服　部　行　博 　購買担当

　上席執行役 辻　　　　　昇 　国内営業担当

　執行役 平　形　紀　明 　経営戦略本部長

　執行役 山　田　耕　司 　TCS本部長

　執行役 並　木　恒　一 　商品戦略担当
　兼 商品戦略本部長

　執行役 北　尾　光　教 　生産担当

　執行役 シグノリエロ ジョン 　グローバルマーケティング＆セールス担当

(3) 役員の報酬等
①当事業年度に係る報酬等の総額（2020年4月1日から2021年3月31日までの１年間）

役員区分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の支給人員（名）及び総額（百万円）
金銭報酬 株式報酬 金銭報酬

基本報酬 短期
業績連動報酬 個人加算報酬 中長期

業績連動報酬 繰延退任時報酬
過年度業績に連動
して付与された

新株予約権
その他

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

取締役
(うち社外取締役)

223

(187)

16

(15)

221

(187)
- - - - - - - -

3

(-)

1

(-)
- -

執行役 533 12 414 - - - - - - 12 22 1 0 12 96

合計 757 28 636 - - - - - - 12 22 4 2 12 96

(注)１．上記の表中の取締役数は、当事業年度中に在籍した取締役の合計人数16名のうち、取締役としての報酬を受けた人
数を表しており、また、当事業年度中に退任した取締役３名（うち社外取締役３名）を含んでおります。

２．執行役を兼任する取締役に対しては、執行役としての報酬等を支給しており、取締役としての報酬等は支給してお
りません。

３．「短期業績連動報酬」、「個人加算報酬」及び「中長期業績連動報酬」は、当事業年度以降、業績に連動する報酬
として支給すべきものとして制度設計しておりましたが、当事業年度については、いずれも不支給とすることを決
定しております。

４．当社は、2017年度から2020年度に、業務執行取締役に当該各事業年度の前年度業績等に連動した報酬として新株
予約権を付与しました。「過年度業績に連動して付与された新株予約権」は、これらの新株予約権にかかる当事業
年度における費用計上額を記載しております。

５．当事業年度中に退任した取締役兼務執行役１名について、当事業年度において、以下の報酬等を支給・計上しまし
た。上記の表中の「支給人員」及び「支給額」には、当該役員及びこれらの報酬等の額は含まれておりません。
・当事業年度における在任期間の基本報酬（月割額）：30百万円
・当事業年度における在任期間相当の繰延退任時報酬として支給した金銭及び交付した株式数：金銭 １百万円、

当社株式 5,700株
・2017年度から2020年度に付与した新株予約権の引当金のうち、当社計上未済費用の一括計上：193百万円
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６．「繰延退任時報酬」は、当社が当事業年度より導入した役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、BIP信
託）を使った固定報酬です。上記の表中には、BIP信託において当事業年度中に付与した89,850ポイント（当社株
式数にして89,850株相当）に係る費用計上額19百万円、及びBIP信託の対象外となる外国籍役員１名向けに金銭で
代替して支給する予定の繰延退任時報酬の当事業年度の引当金計上額２百万円の合算値を記載しています。

７．「その他」は、当事業年度に限り執行役に対して支給する「固定費削減目標達成報酬」総額90百万円及び、執行役
１名に対する税金調整手当、住宅手当、その他フリンジベネフィット相当額５百万円の合計額であります。

②役員等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針
当社は、会社法に従い、報酬委員会が取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定め

ております。

＜基本的な考え方＞
　　①　当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること
　　②　執行役にとって、経営戦略・経営計画の完遂、目標とする会社業績の達成を適切に動機付けるための業績
            連動性を備えた報酬制度であること
　　③　当社が経営を担う者に求める「経営人材のあるべき姿」に適う人材を確保できる報酬水準であること
　　④　株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものであること
　　⑤　報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

（ａ）取締役（執行役を兼務する取締役を除く）
　執行役を兼務しない取締役の報酬は、業務執行から独立した立場で執行全般を監督する役割であることを踏
まえて、固定報酬である基本報酬及び、指名委員会、報酬委員会及び監査委員会の委員長及び委員については
職務に応じて加算される固定額の報酬のみとする方針であります。非業務執行取締役の個人別の報酬額等に
ついては、報酬委員会において、かかる方針との整合性を確認のうえ決定しております。

（ｂ）執行役
　執行役（取締役を兼務する執行役を含む）の報酬は、株主との価値共有をしながら企業価値の持続的な向上
を図るとともに、社外や海外を含めて優秀な人材を確保することを目的として、基本報酬、短期業績連動報酬
及び個人加算報酬並びに、株式報酬（BIP信託（次ページ参照））として中長期業績連動報酬及び繰延退任時
報酬により構成する方針を決定しました。

　　【報酬構成比】
　　（役位によって構成比は異なります。役位ごとに報酬合計を10として構成比を決定しております。）

金銭報酬 株式報酬

基本報酬 短期
業績連動報酬

個人加算
報酬

中長期
業績連動報酬

繰延退任
時報酬

5.0～6.5 1.5～2.0 0～0.5 1.0～2.0 0.5～1.0

・基本報酬は、役位に応じた固定報酬です。
・短期業績連動報酬は、年度計画に基づき単年度業績目標の達成に向けたインセンティブとする報酬です。経

営目標の達成を目指すインセンティブとして有効に機能させるため、全社の経営目標に係る指標を設定する
こととしております。

・個人加算報酬は、各執行役が個々に設定する目標の達成度合に応じて支給額を算出します。会社全体の目標
とは別に各執行役の担当業務分野に応じて個々に部門目標を設定し、その達成に向けたインセンティブとす
るべく設定することとしております。

・中長期業績連動報酬は、会社として目指す姿の実現に向けて中長期的な目標の達成に向けたインセンティブ
とする報酬です。製造業としてのパフォーマンスを測る指標、経営上の喫緊の課題、株主との価値共有を考
慮した指標を設定することとしております。

・繰延退任時報酬は、固定報酬の一部の支払いを繰り延べ、退任時に支払う報酬です。
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　当事業年度の目標及び実績については、短期業績連動報酬、個人加算報酬及び中長期業績連動報酬を不支給
とすることを期初に報酬委員会で決定したため該当事項はありません。これは、期初よりすでに見込まれてい
た決算の悪化、無配当、コロナウイルスの影響による経営環境の悪化等を考慮したものであります。この決定
を含む個人別の報酬等については、報酬委員会において、上記方針との整合性を確認のうえ決定しております。
　株式報酬（BIP信託）とは、対象役員が、当社の株式報酬規程に従って、一定のポイント数の付与を受けたう
えで受益者要件を充足した場合に、１ポイントあたり１株として換算のうえ、かかるポイント数の一定の割合
に相当する当社普通株式の交付を受け、残りのポイント数に相当する当社普通株式については信託内で換価し
たうえで換価処分金相当額の金銭を受領する仕組み（以下「当社株式等の交付等」という。）です。中長期業
績連動報酬は、３事業年度を対象として、対象役員の役位及び業績目標達成度等に応じて当社株式等の交付等
が毎年行われます。ただし、中長期業績連動報酬については、上記のとおり当事業年度は不支給であるため、
当社株式等の交付等はありません。また、繰延退任時報酬は、役位に応じて毎年ポイントが付与され、原則と
して退任時に一括して当社株式等の交付等が行われます。対象役員が任用契約に違反していたことが判明した
場合、報酬委員会の判断により本制度における交付予定株式の受益権の全部又は一部を喪失させること（マル
ス）及び交付された株式等の全部又は一部の返還（クローバック）を請求することができます。対象役員は、
本制度を通じて取得した当社株式は、当社が定めるインサイダー取引防止規則及び関係する法令諸規則に服す
ることとされています。

＜2021年度の役員報酬減額について＞
2021年度の役員報酬については、2020年度期末配当の見送りなど、当社グループが置かれた厳しい現状を真

摯に受け止めるとともに、株主との価値共有の観点から役員報酬減額が不可避と判断し、代表執行役、執行役、
執行役員の報酬を以下のとおり減額することを決定いたしました。また、社外取締役を含む非業務執行取締役よ
り、報酬の一部を返納したい旨の申し出があり、当社といたしましては、当該申し出を受け入れる予定としてお
ります。

　　減額・返納内容
　　　①　代表執行役、執行役、執行役員：中長期業績連動報酬　不支給、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の報酬（基本報酬を含む）　10%～12％減額
　　　②　社外取締役を含む非業務執行取締役：基本報酬　５%～12%減額

　　対象期間
　2021年度（12か月）

　この報酬額の削減・返納案は、報酬委員会での審議を経て最終決定され、取締役会に報告されました。当社役
員は、全社一丸となり当社が目指す「Small but Beautiful」に基づく経営戦略の実現に向けて取り組んでまいり
ます。
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(4) 社外役員に関する事項
① 当社と重要な兼職先との関係（2021年３月31日現在）

氏　名 重要な兼職状況 当社との関係

宮　永　俊　一

三菱重工業株式会社
　取締役会長 自動車部品の購入等の取引があります。

三菱商事株式会社
　社外取締役 自動車の海外向け販売等の取引があります。

小　林　　　健

三菱商事株式会社
　取締役会長 自動車の海外向け販売等の取引があります。

日清食品ホールディングス株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

三菱重工業株式会社
　社外取締役 自動車部品の購入等の取引があります。

江　上　節　子

武蔵大学大学院人文科学研究科
　教授 特筆すべき関係はありません。

武蔵大学社会学部
　教授 特筆すべき関係はありません。

三菱地所株式会社
　社外取締役 不動産賃借の取引があります。

株式会社りそなホールディングス
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

幸　田　真　音

作家 特筆すべき関係はありません。

日本たばこ産業株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

株式会社日本取引所グループ
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

竹　岡　八重子

光和総合法律事務所
　弁護士 特筆すべき関係はありません。

AGC株式会社
　社外監査役 自動車部品の購入等の取引があります。

佐々江　賢一郎

公益財団法人日本国際問題研究所
　理事長 同法人の会員になっております。

外務省
　顧問 特筆すべき関係はありません。

株式会社ホテルオークラ
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

セーレン株式会社
　社外取締役 自動車部品の購入等の取引があります。
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氏　名 重要な兼職状況 当社との関係

園　　　　　潔

株式会社三菱UFJ銀行
　取締役会長 銀行取引があります。

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ
　常務執行役員 特筆すべき関係はありません。

三菱UFJニコス株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

南海電気鉄道株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

坂　本　秀　行

日産自動車株式会社
　取締役、執行役副社長 自動車のOEM供給等の取引があります。

ジヤトコ株式会社
　取締役会長 自動車部品の購入等の取引があります。

愛知機械工業株式会社
　取締役会長 自動車部品の購入等の取引があります。

日産自動車九州株式会社
　取締役会長 特筆すべき関係はありません。

宮　川　美津子

TMI総合法律事務所
　弁護士 特筆すべき関係はありません。

エステー株式会社
　社外取締役 特筆すべき関係はありません。

中　村　嘉　彦
公認会計士中村嘉彦会計事務所 特筆すべき関係はありません。

西華産業株式会社
　社外監査役 特筆すべき関係はありません。

田　川　丈　二

日産自動車株式会社
　専務執行役員 自動車のOEM供給等の取引があります。

ルノー
　社外取締役 自動車のOEM供給受け等の取引があります。

幾　島　剛　彦 日産自動車株式会社
　常務執行役員 自動車のOEM供給等の取引があります。
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② 主な活動状況

氏　名 取締役会等の出席状況 取締役会等における発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

宮　永　俊　一
取締役会　　16回/16回
報酬委員会　　9回/9回

世界各地で事業展開する製造業企業の経営トップとしての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、報酬委員会の委員長を務め、当社役員報酬制度の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

小　林　　　健
取締役会　　16回/16回
指名委員会　　6回/6回

グローバルな取引を展開する総合商社の経営トップとしての豊富な企
業経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣か
ら独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、指名委員会の委員を務め、取締役候補選出や執行役選任の審議
を行うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

江　上　節　子
取締役会　　15回/16回
報酬委員会　　9回/9回

企業戦略、マーケティング戦略、人材育成等における豊富な見識を活
かし、業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言
等を適宜行っております。
また、報酬委員会の委員を務め、当社役員報酬制度の審議を行うなど、
当社ガバナンスの向上に貢献しています。

幸　田　真　音
取締役会　　16回/16回
指名委員会　　6回/6回
報酬委員会　　8回/9回

国際金融に関する高い見識に加え、作家としての深い洞察力を活か
し、業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言等
を適宜行っております。
また、指名委員会の委員長を務め取締役候補選出や執行役選任の審議
を行い、報酬委員会の委員として当社役員報酬制度の審議を行うな
ど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

竹　岡　八重子
取締役会　　14回/16回
監査委員会　15回/15回

弁護士としての専門性を活かし、業務執行を担う経営陣から独立した
客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員長を務め、監査を通じた当社経営の健全性の
維持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

佐々江　賢一郎
取締役会　　16回/16回
指名委員会　　6回/6回

外務省での要職経験、外交官としての国際感覚と豊富な見識を活か
し、業務執行を担う経営陣から独立した客観的視点で、発言、助言等
を適宜行っております。
また、指名委員会の委員を務め、取締役候補選出や執行役選任の審議
を行うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

園　　　　　潔
取締役会　　14回/16回
監査委員会　12回/15回

国際的な金融機関での経営トップの歴任を通じた豊富な企業経営の経
験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から独立した
客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員を務め、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

坂　本　秀　行
取締役会　　14回/16回
指名委員会　　5回/5回

世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、指名委員会の委員として取締役候補選出や執行役選任の審議を
行うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

宮　川　美津子
取締役会　　15回/16回
監査委員会　14回/15回

弁護士としての専門性を活かし、業務執行を担う経営陣から独立した
客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員を務め、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。
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氏　名 取締役会等の出席状況 取締役会等における発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

中　村　嘉　彦
取締役会　　13回/13回
監査委員会　11回/11回

公認会計士としての専門性を活かし、業務執行を担う経営陣から独立
した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、監査委員会の委員を務め、監査を通じた当社経営の健全性の維
持・改善を担うなど、当社ガバナンスの向上に貢献しています。

田　川　丈　二
取締役会　　13回/13回
報酬委員会　　6回/6回

世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。
また、報酬委員会の委員として当社役員報酬制度の審議を行うなど、
当社ガバナンスの向上に貢献しています。

幾　島　剛　彦 取締役会　　13回/13回
世界各地で事業展開する自動車メーカーの経営陣としての豊富な企業
経営の経験に基づく知見・見識を活かし、業務執行を担う経営陣から
独立した客観的視点で、発言、助言等を適宜行っております。

（注）1．中村嘉彦氏、田川丈二氏及び幾島剛彦氏は2020年6月18日付で取締役に就任したため、出席対象となる
取締役会の回数が他の取締役と異なります。

2．坂本秀行氏、中村嘉彦氏及び田川丈二氏は2020年6月18日付で各々指名委員、監査委員、報酬委員に就
任したため、出席対象となる委員会の回数が他の取締役と異なります。

(5) 責任限定契約の概要
　当社は、執行役を兼務しない取締役との間で会社法第423条第１項に定める責任について、７
百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする契約を
締結しております。

(6) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を以
下のとおり締結しております。
（ⅰ）被保険者の範囲

　当社及び当社子会社の取締役、執行役、監査役、執行役員等（退任者を含む）。
（ⅱ）保険契約の内容の概要

　被保険者が（ⅰ）の会社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因
して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償する
もの。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員等自身の損害等は補償
対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じてい
る。保険料は全額当社が負担する。
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連 結 計 算 書 類

連結貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：百万円）

資産

（資産の部） 1,856,279

流動資産 1,223,940

現金及び預金 455,716

受取手形及び売掛金 154,253

販売金融債権 247,331

商品及び製品 182,713

仕掛品 26,657

原材料及び貯蔵品 40,585

短期貸付金 723

その他 117,880

貸倒引当金 △1,921

固定資産 632,338

有形固定資産 （410,982）

建物及び構築物 83,486

機械装置及び運搬具 120,136

工具器具備品 57,167

土地 124,963

建設仮勘定 25,227

無形固定資産 （33,918）

無形固定資産 33,918

投資その他の資産 （187,437）

投資有価証券 81,895

長期貸付金 3,439

退職給付に係る資産 4,548

繰延税金資産 40,689

その他 60,790

貸倒引当金 △3,925

合計 1,856,279

負債及び純資産

（負債の部） 1,331,027
流動負債 867,947

支払手形及び買掛金 307,704
電子記録債務 77,222
短期借入金 16,085
コマーシャル・ペーパー 32,500
長期借入金（１年以内に返済予定） 57,702
リース債務 3,533
未払金及び未払費用 249,231
未払法人税等 6,747
製品保証引当金 48,308
燃費試験関連損失引当金 1,066
その他 67,845

固定負債 463,080
長期借入金 347,978
リース債務 25,525
繰延税金負債 16,044
退職給付に係る負債 28,593
その他 44,938

（純資産の部） 525,251
株主資本 578,602

資本金 284,382
資本剰余金 199,950
利益剰余金 95,928
自己株式 △1,659

その他の包括利益累計額 △70,696
その他有価証券評価差額金 511
繰延ヘッジ損益 △554
為替換算調整勘定 △63,035
退職給付に係る調整累計額 △7,617

新株予約権 352
非支配株主持分 16,993
合計 1,856,279
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連結損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額
売上高 1,455,476
売上原価 1,299,021

売上総利益 156,454
販売費及び一般管理費 251,776

営業損失 95,321
営業外収益 （14,454）

受取利息・配当金 2,443
外国為替差益 3,784
雇用調整助成金 6,048
その他 2,178

営業外費用 （24,335）
支払利息 5,375
訴訟関連費用 2,581
持分法による投資損失 9,122
その他 7,255

経常損失 105,203
特別利益 （3,621）

固定資産売却益 1,548
関係会社出資金売却益 1,543
その他 529

特別損失 （196,707）
固定資産除却損 3,167
減損損失 107,747
新型コロナウイルス感染症関連損失 2,489
事業構造改革費用 70,286
移転価格税制調整金に係る外国源泉税 8,604
その他 4,411

税金等調整前当期純損失 298,289
法人税、住民税及び事業税 7,599
過年度法人税等 △6,674
法人税等調整額 10,215

当期純損失 309,428
非支配株主に帰属する当期純利益 2,888

親会社株主に帰属する当期純損失 312,317
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計 算 書 類

貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：百万円）

資産
（資産の部） 985,314
流動資産 541,336

現金及び預金 168,090
売掛金 170,781
製品 26,496
仕掛品 22,752
原材料及び貯蔵品 14,207
前払費用 1,764
短期貸付金 36,283
未収入金 101,098
その他 11,964
貸倒引当金 △12,104

固定資産 443,978
有形固定資産 (200,126)

建物 31,689
構築物 4,358
機械装置 46,886
車両運搬具 569
工具器具備品 38,318
土地 70,419
建設仮勘定 7,884

無形固定資産 (29,379)
無形固定資産 29,379

投資その他の資産 (214,471)
投資有価証券 7,588
関係会社株式 168,851
長期貸付金 1,231
関係会社出資金 8,897
保証金 6,057
長期前払費用 16,881
その他 5,417
貸倒引当金 △453

合計 985,314

負債及び純資産
（負債の部） 708,054
流動負債 492,726

電子記録債務 76,335
買掛金 219,086
リース債務 485
未払金 130,113
未払費用 6,800
未払法人税等 741
預り金 9,155
製品保証引当金 29,880
燃費試験関連損失引当金 1,066
その他 19,061

固定負債 215,328
長期借入金 200,000
リース債務 501
預り保証金 1,715
退職給付引当金 3,373
長期未払金 1,092
繰延税金負債 1,081
資産除去債務 3,773
その他 3,788

（純資産の部） 277,260
株主資本 276,959

資本金 284,382
資本剰余金 203,807

資本準備金 118,680
その他資本剰余金 85,126

利益剰余金 △209,570
利益準備金 5,605
その他利益剰余金 △215,176

繰越利益剰余金 △215,176
自己株式 △1,659

評価・換算差額等 △52
その他有価証券評価差額金 385
繰延ヘッジ損益 △437

新株予約権 352
合計 985,314
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損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

売上高 1,092,242
売上原価 1,100,889

売上総損失 8,647
販売費及び一般管理費 157,078

営業損失 165,725
営業外収益 （26,961）

受取利息・配当金 18,659
外国為替差益 4,011
その他 4,290

営業外費用 （7,231）
支払利息 944
その他 6,287

経常損失 145,996
特別利益 （55,182）

固定資産売却益 61
移転価格税制調整金 54,089
その他 1,031

特別損失 （183,708）
固定資産除却損 2,451
減損損失 107,619
新型コロナウイルス感染症関連損失 1,540
事業構造改革費用 26,164
関係会社株式評価損 20,275
貸倒引当金繰入額 10,667
移転価格税制調整金に係る外国源泉税 8,604
その他 6,386

税引前当期純損失 274,522
法人税、住民税及び事業税 △1,983
過年度法人税等 1,091
法人税等調整額 △224

当期純損失 273,405
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監 査 報 告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
２０２１年５月２０日

三菱自動車工業株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 橋 陽 二 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 太 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、三菱自動車工業株式会社の２０２０年４
月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、三菱自動車工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を
監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
２０２１年５月２０日

三菱自動車工業株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 橋 陽 二 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 太 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、三菱自動車工業株式会社の２０２
０年４月１日から２０２１年３月３１日までの２０２０年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を
監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監査委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査委員会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの2020年度における取締役及び執行役の職務の執
行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査委員会は、会社法第416条第1項第1号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方
法で監査を実施しました。
⑴　監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も

活用しながら、会社の内部監査部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職
務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役、執行役及び使用人等並びにEY新日本有限責任監査
法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　なお、監査上の主要な検討事項については、EY新日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監
査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、財務報告に係る内部
統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月20日

三菱自動車工業株式会社　監査委員会

監査委員 竹　岡　八重子 ㊞
監査委員 園 潔 ㊞
監査委員 宮　川　美津子 ㊞
監査委員 中 村 嘉 彦 ㊞
監査委員（常勤）白 地 浩 三 ㊞

（注）監査委員竹岡八重子、園潔、宮川美津子及び中村嘉彦は、会社法第2条第15号及び第400条第３項に　　　
規定する社外取締役であります。

以　上
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第52回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

2020年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
■事業報告

当社の新株予約権等に関する事項 … １
会計監査人の状況 … ２
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 … ３

■連結計算書類
連結株主資本等変動計算書 …10
連結注記表 …11

■計算書類
株主資本等変動計算書 …25
個別注記表 …26

本内容は、法令及び当社定款第13条に基づき、当社ウェブサイトに掲載しているものです。
（https://www.mitsubishi-motors.com/jp/investors/stockinfo/meeting.html）

表紙
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当社の新株予約権等に関する事項（2021年３月31日現在）

　2020年度末日における新株予約権の状況

発行年度  役員の保有状況 目的となる株式
の種類及び数

発行価額
（１個当た

り）

行使
価額 権利行使期間

第１回
新株予約権 2017年度

当社取締役
(社外取締役を除く)

１名
当社執行役

１名

842個 普通株式
67,044株 41,200円 1円 2020年５月１日

～2070年４月30日

第４回
新株予約権 2020年度 当社執行役

１名 150個 普通株式
47,573株 40,000円 1円 2023年５月１日

～2053年４月30日

1

当社の新株予約権等に関する事項



2021/05/22 10:09:12 / 20702301_三菱自動車工業株式会社_招集通知（Ｆ）

会計監査人の状況
１　会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
項　　目 支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 280百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 390

（注）１．当社の重要な子会社のうち、ミツビシ・モーターズ・ノース・アメリカ・インク（米国）、ミツビシ・モータ
ーズ（タイランド）・カンパニー・リミテッド（タイ）ほか５社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は
監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者も含む。）の監査を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

３　監査委員会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
　　　監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、監査体制、会計監査の職務遂行状況及び

報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、当
社会計監査人に対する2020年度監査報酬は妥当と判断いたしました。

４　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して計算書類等の英文翻訳の確認作業を委託し、その対価を支
払っております。

５　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合、監査委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨及び解任の理由を報告いたします。

また、監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案とします。

2
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１　業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループの社員が、未来を向き、同じ考えを共有し、一丸となって行動してい
けるように、ビジョン・ミッションを制定しています。そして、ビジョンを実現するためのミ
ッションに向けて社員一人ひとりが実践しなければならない心構えと行動としてのMMC WAY、
さらに、これらの基礎となり、全ての役員・社員が守るべき規範としてグローバル行動規範を
制定しています。
　また、業務の適正を確保するための体制を整備するため、取締役会において「内部統制シス
テム構築に関する基本方針」を以下のとおり決議しています。

「内部統制システム構築に関する基本方針」

(1)当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①当社は、法令や定款、社会規範を遵守するために行動規範の制定、組織体制構築、教育・

研修を実施するほか、内部通報窓口を設置するとともに、その情報を予防・是正・再発防
止に活用する。

②当社の経営を監視するために社外取締役を選任し、社外取締役である監査委員を含む監査
委員会により、監査の充実を図る。

③当社の内部監査部門は、当社の業務遂行が法令、定款、社内規定等に違反していないかに
ついて厳しく監査する。問題点が発見された場合は、関連する取締役等に報告し、以降の
改善状況を定期的に確認する。

④当社の会社法に基づく内部統制対応の中核組織として、執行役CEOを委員長、グローバル
リスクコントロール担当役員を副委員長とする内部統制委員会を設置する。

(2)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社の業務上のリスクについては、取締役会や経営会議への付議基準をそれぞれ取締役会

規則、経営会議規則において明確に定め、それに基づき運用する。
②当社の各部門等の組織単位でリスク管理の責任者を任命し、この責任者を核にリスク管理

体制の確立・強化を図る。
③当社にリスク管理推進担当組織を設置し、全社的なリスク管理体制の整備・強化に努める。
④不測の事態が発生した場合に備え、速やかに当社の取締役等へ情報を伝え、迅速で的確な

対応ができるよう体制を整備する。

3
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(3)当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社は、全社的な経営計画を定め、その実現に向けた各機能組織の具体的な業務目標と執

行方法を明確にし、取締役が定期的に実施状況の報告を受け、経営効率の維持・向上を図
る。

②当社の取締役及び執行役の責任・権限を明確にし、取締役会規則及び経営会議規則等に基
づき、取締役会や経営会議等の効率的な業務執行を行う。

③当社の効率的な組織運営・業務執行を行う体制を整備し、迅速かつ機動的に重要事項の意
思決定を行える体制を構築するため、取締役会は、法令の定める範囲において、業務執行
の決定を幅広く執行役に委任することにより、職務執行が効率的に行われることを確保す
る。

④当社の意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高
い権限基準を整備する。

(4)当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、社内規定等に基づき、執行役の職務の執行に係る情報を文書又は電子データとし

て作成し、管理責任者を定め、情報の重要度に応じて、作成方法、保存方法、保存期間、
複写・廃棄方法等を定め、適正に管理する。

(5)当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社は、各当社子会社の主管組織、当社子会社管理に関する責任と権限、管理の方法等を

社内規定等により定め、企業集団における業務の適正な運用を確保する。
②当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、当社子会社に対する指導・管理等を通じて、

当社子会社の役職員による法令及び定款に則った適正な業務遂行、当社の定める行動規範
の遵守、及び業務監査の体制整備・充実を図る。

③当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、当社子会社に対するリスク管理の実施の指導
等を通じて、当社子会社におけるリスク管理体制の整備・強化に努める。

④当社は、当社子会社の規模・業態等に応じ、関係会社管理業務規則その他の社内規定等に
従った当社子会社の指導、管理等を通じて、当社子会社の強化、発展及び合理化の促進を
図る。

⑤当社は、当社子会社の事業、業績、財務状況その他の重要な情報について、当社への事前
又は事後の説明・報告が行われるよう関係会社管理業務規則その他の社内規定等を整備す
る。

⑥当社及び当社子会社が各々の財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・
開示するために必要な組織・社内規定等を整備する。

(6)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・当社の監査委員会の職務を補佐するための組織を設け、専任者を配置する。
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(7)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の当社の執行役からの独立性及び当該
取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①当社の監査委員会の職務を補助すべき使用人は、執行役又は他部署の使用人を兼務せず、
もっぱら監査委員会の指揮命令を受けてその職務を遂行する。

②当社の監査委員会の職務を補佐するための専任者の人事異動については、事前に監査委員
会の意見を徴する。また、当該専任者の評価は、監査委員会が実施する。

(8)当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役及び使用人並びに当社子会社の取締
役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査委員会に報告をするための
体制その他当社の監査委員会への報告に関する体制

①当社の監査委員は、当社の取締役会はもとより、その他の重要な会議に出席する。
②当社は、経営、コンプライアンス等に係る当社及び当社子会社内の重要情報が確実に監査

委員会に提供される仕組みを整備し、運用を徹底する。
③当社及び当社子会社の役職員は、当社の監査委員会から業務執行に関する事項について報

告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
④執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、ただちに監査

委員に報告する。

(9)第８項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

・当社は、当社の監査委員会に対して直接又は間接的に報告を行った当社及び当社子会社の
役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、
その旨を当社及び当社子会社の役職員に周知徹底する。

(10)当社の監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

・当社は、当社の監査委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第404条第４項
に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係
る費用又は債務が当該監査委員の職務の執行に必要でないと証明された場合を除き、速や
かに当該費用又は債務を処理する。

(11)その他当社の監査委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
・当社の監査委員会は、執行役CEOとの定期的な意見交換を行い、また内部監査部門や会計

監査人とも連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

(12)反社会的勢力排除に向けた体制
・当社及び当社子会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の不当な要求に対

しては、組織全体として毅然とした態度で対応し、反社会的勢力との関わりを一切持たな
いよう対処する。
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２　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、「内部統制システム構築に関する基本方針」に基づき、毎事業年度において内部統
制の運用実施部門における活動が自律的に実施され、必要に応じ改善が図られることを、内部
統制委員会及び取締役会で確認しています。具体的な運用状況の概要は以下のとおりです。

(1)当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、グローバルな活動を視野に、グローバル行動規範を制定し、グローバルリスクコ

ントロール担当役員の下、各本部で任命されたコンプライアンス・オフィサーを通して法
令、社内規定、社会規範等を遵守する取組みを浸透させる体制を構築・実践し、発生事案
に対する再発防止策に取り組んでいます。そして、これらの取組みは、年に2回開催する
コンプライアンス委員会にて、グローバルリスクコントロール担当役員を含めた各コンプ
ライアンス・オフィサー間で共有し未然防止に役立てています。なお、国内外主要関係会
社においても、コンプライアンス・オフィサーと情報セキュリティ管理責任者を設置し、
情報セキュリティ・コンプライアンスのリスク低減活動を継続しています。教育・研修の
面においても、コンプライアンス部、人事部門が中心となり、当社新入社員、キャリア社
員、昇進者等、階層別にコンプライアンス教育を実施し、当社全従業員向けには、コンプ
ライアンス基礎講座や情報セキュリティ、時間外・休日労働時間などの教育をe-Learning
にて行っています。2020年度は、昨年度に引き続きハラスメント対策に力を入れ、重点
活動法令としてガイドライン策定等の防止活動に取り組んだほか、全役員向け研修や階層
別教育を通じて意識浸透を図りました。また、コンプライアンス・オフィサー、コードリ
ーダー向け研修を実施する等、コミュニケーション向上施策にも注力しました。また、国
内外の主要関係会社では、各社独自の課題に対する教育や指導を各社で適宜行っておりま
す。そして、不正の防止・早期発見及び自浄作用の発揮のために、当社従業員及び国内関
係会社従業員が相談することができる社内相談窓口（社員相談室）、外部弁護士が対応す
る社外相談窓口、及び三菱自動車及び国内外の主要関係会社の従業員が利用できる三菱自
動車グローバル内部通報窓口を設置しています。なお、三菱自動車グローバル内部通報窓
口は、従業員が通報しやすいよう、社外の専門会社に設置し、匿名通報の受付けも可能と
しています。また、三菱自動車本社が関係会社の通報内容も確認できる仕組みとし、グル
ープ全体のリスクを把握・管理する体制を構築し運用しています。

・取締役会は12名の社外取締役を含む14名で構成され、社外取締役は、それぞれの豊富な
経験及び高い見識に基づき、取締役会における経営の意思決定及び個々の取締役・執行役
の職務の執行をより客観的に監視･監督しています。2019年６月に監査役会設置会社か
ら指名委員会等設置会社へと移行し、取締役及び執行役等の指名及び報酬の決定に関する
手続の透明性及び客観性を確保するとともに、監督と執行の分離を明確にし、一層のガバ
ナンス強化と経営の透明性の確保に努めています。

・独立性の確保とグローバル対応を含めた監査範囲の拡大、経営上の重要事項解決への支援、
及び経営上必要な調査対応への迅速化を図るため、執行役CEO直下の監査本部にて監査を
実施し、監査委員会及び会計監査人とも適宜情報の共有を図っています。
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・執行役CEOを委員長、グローバルリスクコントロール担当役員を副委員長とする内部統制
委員会の下に、コンプライアンス委員会（含む安全保障関連法規遵守委員会）、情報セキ
ュリティ委員会、BCM委員会、J-SOX推進会議を設置し、各活動の計画、実施状況及び
課題を確認し、内部統制委員会に報告・審議のうえ、取締役会に報告しています。

(2)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、社内規則に基づき、関係会社を含む全社的なリスク管理推進担当組織を設置し、

リスク調査や関係役員へのヒアリングを行ったうえで洗い出した全社的リスクに対して、
担当する管理責任者を決定し、リスク低減の取組みを実施しています。また、本部等組織
単位でリスク管理責任者を任命し、担当業務に関わるリスクの洗い出し及び低減に向けた
活動を行っています。これらの取組みや活動の実施状況を内部統制委員会にて確認してい
ます。

・不測の事態の発生に備えて、社内規則に基づき、緊急時の対策本部組織及び対応要領を規
定し、速やかに取締役等への情報伝達を行い、迅速で的確な対応ができる体制を整備し運
用しています。

(3)当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、経営効率の維持・向上を図るため社内規則に基づき、中長期経営計画及び年度経

営計画を取締役会等で決議のうえ、定期的に実施している経営会議やORM（Operation 
Review Meeting）で実施状況のフォローを行っています。また、意思決定の効率化と責
任の明確化のため、各階層に対する詳細な権限委譲規定を制定しています。さらに、効率
的な業務執行を行うため、機能毎に配した執行責任者の下、組織のフラット化と階層の簡
素化を実施しています。

(4)当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、取締役会関連文書等の情報の保管・保存について適正な管理を推進するために、

社内規定に基づき文書の管理責任者を定め取締役会関連文書等の情報の保管・保存につい
て適正な管理を推進しています。

(5)当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、主要関係会社においても、各社社長又はCEOを委員長とする内部統制委員会を設

置し、内部統制の運用を行っています。また、社内規則に基づき、それぞれの関係会社に
対する第一次管理担当部門、及び全社横断的な管理を行う第二次管理担当部門を定めると
ともに、生産、開発、購買、財務、IT等各機能部門がその役割に応じて第一次及び第二次
管理担当部門をサポートする体制を整備し、関係会社に対して、その強化、発展及び合理
化の促進のため様々な指導・管理を行っています。

・当社は、子会社の重要情報について当社へ適時適切な報告が行われるよう社内規則を整備
し、これに則った運用を推進しています。

・当社は、財務報告の適正性を確保するため、社内規則に基づき、当社及び関係会社の体制
整備、評価範囲、評価対象会社の評価状況、改善状況等のフォロー・取りまとめを行う専
門の組織を設置し運用しています。
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(6)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・当社は、社内規定に基づき、監査委員会の職務を補佐するための組織を設置し、他部署を

兼務しない専任スタッフを配置しています。

(7)当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の当社の執行役からの独立性及び当該
取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・当社の監査委員会の職務を補佐するための専任スタッフは、もっぱら監査委員会の指揮命
令により、その職務を遂行し、また、専任スタッフの人事異動は監査委員会の同意の下で
実施し、専任スタッフの人事評価は監査委員会が実施しています。

(8)当社の取締役（監査委員である取締役を除く。)、執行役及び使用人並びに当社子会社の取締
役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査委員会に報告をするための
体制その他当社の監査委員会への報告に関する体制

・当社の監査委員は、社内規定に基づき、当社の取締役会その他重要な会議に出席していま
す。

・当社は社内規定に基づき、当社及び当社子会社の重要情報が確実に監査委員会に提供され
る体制を整備・運用しています。また、法令に定める文書又は記録を監査委員会に提出す
るほか監査委員会が必要と認めた文書又は記録の請求がある場合には速やかに対応してい
ます。

(9)第８項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

・当社は、当社の監査委員会に対して、直接又は間接的に報告を行った当社及び当社子会社
の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、
これをグローバル行動規範及び社内規定に定めています。当社は、この規定をイントラネ
ットに掲載し、当社及び当社子会社の役職員への周知を図っています。

(10)当社の監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

・当社は、当社の監査委員会がその職務の執行について生ずる費用に対応するため、監査委
員会からの申請に基づき毎事業年度一定額の予算を確保しています。また、その後追加的
に必要になった費用について請求があった場合も、当社が速やかに当該費用又は債務を処
理することとしております。
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(11)その他当社の監査委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
・当社の監査委員会は、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図るため、年度監査

計画に基づき、取締役会への監査委員会活動報告及び執行役CEOとの意見交換を行うとと
もに、内部監査部門等及び会計監査人と定期ミーティングを実施する等の連携を図ってお
ります。また、部門別ヒアリングを定期的に実施しています。

(12)反社会的勢力排除に向けた体制
・当社は、グローバル行動規範において、反社会的勢力との関係を遮断することを規定して

います。また、当社及び当社国内子会社では、対応マニュアルを整備のうえ、全役職員へ
の周知を図っています。
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連結株主資本等変動計算書
（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 284,382 200,072 407,547 △1,728 890,273
当連結会計年度中の変動額
　　親会社株主に帰属する
　　当期純損失 △312,317 △312,317

　　自己株式の取得 △254 △254
　　自己株式の処分 2 2
　　新株予約権の行使 △131 320 189
　　連結範囲の変動 △23 △23
　　非支配株主との取引に
　　係る親会社の持分変動 9 9

　　持分法の適用範囲の変動 721 721
　　株主資本以外の項目の
　　当連結会計年度変動額（純額）
当連結会計年度変動額合計 － △121 △311,619 69 △311,671
当連結会計年度期末残高 284,382 199,950 95,928 △1,659 578,602

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △562 △99 △82,731 △34,216 △117,610 345 15,354 788,363
当連結会計年度中の変動額
　　親会社株主に帰属する
　　当期純損失 △312,317

　　自己株式の取得 △254
　　自己株式の処分 2
　　新株予約権の行使 189
　　連結範囲の変動 △23
　　非支配株主との取引に
　　係る親会社の持分変動 9

　　持分法の適用範囲の変動 721
　　株主資本以外の項目の
　　当連結会計年度変動額（純額） 1,074 △455 19,695 26,598 46,914 7 1,638 48,560

当連結会計年度変動額合計 1,074 △455 19,695 26,598 46,914 7 1,638 △263,111
当連結会計年度期末残高 511 △554 △63,035 △7,617 △70,696 352 16,993 525,251
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　35社
主要な連結子会社の名称

東日本三菱自動車販売株式会社、三菱自動車ファイナンス株式会社、パジェロ製造
株式会社、ミツビシ・モーターズ・ノース・アメリカ・インク、ミツビシ・モータ
ーズ・ヨーロッパ・ビー・ブイ、ミツビシ・モーターズ（タイランド）・カンパニ
ー・リミテッド、ミツビシ・モーターズ・オーストラリア・リミテッド　他
なお、三菱自動車ファイナンス株式会社はMMCダイヤモンドファイナンス株式会
社から名称変更しております。

連結範囲の変更
当連結会計年度において、非連結子会社であったエムエムシー・マニュファクチャ
リング・マレーシア・スンディリアン・ブルハドについては、当社グループにおけ
る重要性が増したことにより、連結の範囲に含めております。
また、連結子会社である西日本三菱自動車販売株式会社を存続会社、連結子会社で
あった中部三菱自動車販売株式会社を消滅会社とする吸収合併を行っております。

②　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

株式会社ＭＭＣウイング　他
連結の範囲から除いた理由

上記を含む非連結子会社等は総資産・売上高・当期純損益及び利益剰余金等がいず
れも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
連結の範囲から除いております。
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⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　19社
なお、当連結会計年度末において持分法適用の非連結子会社はありません。
主要な会社等の名称

ジヤトコ株式会社、広汽三菱汽車有限公司　他
持分法適用範囲の変更

在ロシアの販売会社の親会社であるエフエフ・シェッフェ・ビー・ブイについては、
当連結会計年度において株式の追加取得を行ったため、持分法適用の範囲に含めて
おります。
また、持分法適用会社であった哈爾浜東安汽車発動機製造有限公司については、株
式の売却により持分法適用の範囲から除外しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）

株式会社ＭＭＣウイング　他
（関連会社）

ダイヤモンドF.C.パートナーズ株式会社　他
持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は当期純損益・利益剰余金等に
関していずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を与えてい
ないため持分法を適用しておりません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社のうち決算日（12月31日）が連結決算日（３月31日）と異なる連結
子会社は、３月31日に仮決算を行い連結しております。

12

連結注記表



2021/05/22 10:09:12 / 20702301_三菱自動車工業株式会社_招集通知（Ｆ）

⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法
(ⅰ)　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの
連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの
移動平均法による原価法

(ⅱ)　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法（特例処理した金利スワップを除く。）

(ⅲ)　たな卸資産の評価基準及び評価方法
当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につ
いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、又は個別法による原価法（貸借
対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し、在外連
結子会社は主として個別法による低価法を採用しております。

②　固定資産の減価償却の方法
(ⅰ)　有形固定資産（リース資産を除く。）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法又は定額法を採用し、在外連結子会社
は主として定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、当社は見積耐用年数を使用し、国内連結子会社は法人
税法に規定する基準と同一の基準によっています。在外連結子会社は使用見込年数
を耐用年数としております。

(ⅱ)　無形固定資産（リース資産を除く。）
当社及び国内連結子会社は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。在外連結子会社は主として利用可能期間に基づく定額法を採用しており
ます。

(ⅲ)　リース資産
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係るリース資産及び在外連結子会社の使用権資
産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とした定額法を採用してお
り、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価
保証額とし、それ以外のものは零としております。

③　引当金の計上基準
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(ⅰ)　貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

(ⅱ)　製品保証引当金
当社及び国内連結子会社は製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるた
め、保証書の約款に従い過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上して
おります。
在外連結子会社は、製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過
去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しております。

(ⅲ)　燃費試験関連損失引当金
燃費試験に関連した損失に備えるため、当連結会計年度末において合理的に見積る
ことが可能な金額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(ⅰ)　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、
連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支
配株主持分に含めて計上しております。

(ⅱ)　ヘッジ会計の方法
為替予約　　　繰延ヘッジ処理（予定取引に係るもの）
金利スワップ　繰延ヘッジ処理又は金融商品に関する会計基準に定める特例処理

14

連結注記表



2021/05/22 10:09:12 / 20702301_三菱自動車工業株式会社_招集通知（Ｆ）

(ⅲ)　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、
純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

(ⅳ)　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(ⅴ)　連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

(ⅵ)　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律
第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への
移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度
からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対
応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の
規定に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）
を当連結会計年度から適用し、連結注記表に「３．会計上の見積りに関する注記」を記
載しております。
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３．会計上の見積りに関する注記
⑴　市場措置に関する負債

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度

（百万円）

市場措置に関する負債 41,049

（連結貸借対照表の未払金及び未払費用に含まれております。）
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(ⅰ)　算出方法

当社グループは、各国の安全・環境に関する規制の下で、規制に適合しない販売済
みの製品について、自主的な回収・修理を行うことによる将来発生費用を合理的に
見積り計上しております。将来発生費用の見積りについては、それらの支出が発生
する可能性が高く、かつ合理的に見積もることができる場合に、1台当たりの発生
費用及び対象台数、対象車両の回収・修理の実施率等を加味して算出しておりま
す。

(ⅱ)　主要な仮定
将来発生費用の算出に用いた主要な仮定は回収・修理の実施率であり、販売地域、
車齢別の過去実績等に基づき見積りを行っております。

(ⅲ)　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
見積り計算の複雑性、長期間を見積り期間として算出していること等による計算の
不確実性により、実際の費用発生額が見積りと異なる場合には、市場措置に関する
負債の追加計上又は取崩しが必要となる可能性があります。また、製品の欠陥又は
不具合によるリコール又は改善対策等が大規模な場合には、多額の費用負担とな
り、市場措置に関する負債の追加計上が必要となる可能性があります。
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⑵　固定資産の減損
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度
（百万円）

減損損失 117,973

有形固定資産及び
無形固定資産 444,901

（減損損失の内容については、「６．連結損益計算書に関する注記　(1)　減損損
失」に記載のとおりとなります。）

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(ⅰ)　算出方法

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、減損損失の認識判定を行い、減
損損失を認識すべきであると判定した場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し
ております。回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の額とし
ております。正味売却価額は不動産鑑定評価基準に基づく評価額、路線価による相
続税評価額等を用いて合理的に算出しており、使用価値は取締役会で承認された中
期経営計画を基礎として、将来の不確実性を考慮した成長率を踏まえて、見積りを
行った将来キャッシュ・フローの割引現在価値としております。なお、遊休資産の
回収可能価額は正味売却価額により算定しており、他への売却等が実質困難な遊休
資産については、正味売却価額を零として評価しております。

(ⅱ)　主要な仮定
将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りに用いた主要な仮定は販売台数及び
製造・販売費用の予測、成長率、割引率となります。販売台数及び製造・販売費用
の予測、成長率は、当社グループの過去の状況や第三者による予測データを参考
に、関連する市場動向や現在見込まれる経営環境の変化等を考慮しております。ま
た、割引率は、加重平均資本コストを使用しております。なお、将来キャッシュ・
フローの見積りにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響については、当連結会
計年度の下期以降の需要の回復基調が翌連結会計年度以降継続していくことを前
提としています。

(ⅲ)　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りにおける主要な仮定は、最善の見積
りを前提にしておりますが、今後の市場の動向・経済情勢等の不確実性の影響を受
ける可能性があり、将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りを修正した場合
には、固定資産の減損損失を新たに認識もしくは追加計上する可能性があります。
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４．追加情報
(株式報酬制度)
当社は、2020年12月15日開催の報酬委員会での決議に基づき、当社の執行役及び執行役
員等（以下「執行役等」という。）へのインセンティブ・プランとして、信託を活用した
株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。
⑴取引の概要
本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「本信託」という。）と称
される仕組みを採用しております。当社は、本信託を通じて、執行役等の役位及び業績目
標達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を執行役等に交付
又は給付いたします。
⑵信託に残存する当社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価
額は251百万円、株式数は1,152,650株であります。

５．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
販売金融債権 107,244百万円
有形固定資産 4,737百万円
その他　(注) 2,467百万円

計 114,450百万円
(注)　未収入金1,061百万円について、有限会社ムラタ・メディカルサービスとの間で締結した定期建物賃貸借

契約に基づく債務に対して質権を設定しております。

②　担保に係る債務
短期借入金及び長期借入金(含む1年以内に返済予定) 93,389百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 912,293百万円
⑶　保証債務等の残高

　保証先
ピーティー・ミツビシ・モーターズ・クラマ・ユダ・セー
ルス・インドネシア

4,624百万円

エムエムディー・オートモービル・ジーエムビーエイチ 2,491百万円
従業員 178百万円

計 7,295百万円
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６．連結損益計算書に関する注記
⑴　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
①　減損損失を認識した資産グループの概要

場　所 用　途 種　類
減損損失
（注）

（百万円）
愛知県岡崎市、京都
府京都市、岡山県倉
敷市等　６件

生産用資産
機械装置、建物及び構
築物、工具、器具及び
備品等

108,000

岐阜県加茂郡等　３
件 生産用資産 土地、機械装置、建物

及び構築物等 9,393

茨城県石岡市等　29
件 販売関連資産 建物及び構築物等 469

京都府京都市等　3
件 遊休資産 機械装置等 110

合　計 117,973

（注）減損損失117,973百万円は、特別損失の「減損損失」の107,747百万円及び「事
業構造改革費用」の内数である減損損失10,225百万円の合計となります。

②　資産のグルーピング方法
生産用資産は主として事業会社単位とし、販売関連資産は主として事業拠点単位とし
ております。また、賃貸用資産及び遊休資産は個々の資産グループとして取り扱って
おります。
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③　減損損失の認識に至った経緯
　　　幅広い分野に及ぶ構造改革計画で早期の経営立て直しを図る新中期経営計画「Small
　　　but Beautiful」を策定した結果、従前からの将来車両販売台数見通しが更新され、
　　　投資の一部の回収が見込めなくなったことから、当社の生産用資産については、帳簿
　　　価額を回収可能価額まで減額しました。
　　　また、連結子会社の一部の販売関連資産については、同計画に基づく販売体制再編に
　　　よる一部の店舗閉鎖等を決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。
　　　さらに、当社の生産用資産の一部及び連結子会社の生産用資産については、同計画に
　　　基づく生産体制再編・事業縮小を決定したため、資産グループを他の生産用資産から
　　　区分し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。
　　　なお、当社の生産用資産の一部及び連結子会社の生産用資産に係る減損損失、連結子
　　　会社の一部の販売関連資産に係る減損損失は、事業構造改革費用として計上していま

　　　　す。
④　回収可能価額の算定方法

　　　回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の額としております。正
　　　味売却価額は不動産鑑定評価基準に基づく評価額、路線価による相続税評価額等を用
　　　いて合理的に算出しており、使用価値は将来キャッシュ・フロー（割引率は主として
　　　10.9％）に基づいて算定しております。
　　　なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、他への売却等が
　　　実質困難な遊休資産については、正味売却価額を零として評価しております。

⑤　減損損失の金額
　　　減損損失117,973百万円の主な内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 34,038百万円
機械装置 37,668百万円
工具、器具及び備品 16,686百万円
土地 3,462百万円
その他 26,117百万円

計 117,973百万円
⑵　新型コロナウイルス感染症関連損失

当社では新型コロナウイルス感染症防止のため基幹部品製造工場所在地の政府による工
場操業停止指示等により、操業を停止いたしました。同様にフィリピン子会社において
も新型コロナウイルス感染症防止のための政府による工場操業停止指示等により、操業
を停止いたしました。それぞれの操業停止期間における固定費等の操業費用の悪化及び
直接要した追加費用等を2,489百万円計上いたしました。
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⑶　事業構造改革費用
事業構造改革費用は、日本での販売・生産体制の再編強化に伴う販売・生産拠点での固
定資産の減損損失等14,346百万円、欧州向け新規製品投入の凍結に関わる費用等
46,405百万円、当社及び連結子会社での割増退職金の支払い9,103百万円等でありま
す。

⑷　移転価格税制調整金に係る外国源泉税
独立企業間価格の算定方法等に関する事前確認（APA：Advance Pr ic ing 
Arrangement）に係る日本及びタイ国の税務当局間での相互協議の合意により生じた
連結子会社であるミツビシ・モーターズ（タイランド）・カンパニー・リミテッドとの
移転価格調整金に係る外国源泉税であります。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,490,282,496株
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額
　　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの
　　該当事項はありません。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67,044株
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８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定して行い、また、
必要な資金については主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、金利
変動リスクや為替変動リスク等を回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該
リスクに関しては、当社グループ各社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理
及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。
また、外貨建て営業債権については、為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨
建て営業債務をネットした後のポジションの一部について先物為替予約等を利用しヘ
ッジしております。
投資有価証券は、その一部が市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支
払い期日であります。その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、外貨建て営業債権をネットした後のポジションの一部について先物
為替予約等を利用しヘッジしております。
借入金のうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。このうち
一部については、支払金利の変動リスクを回避するために、個別契約ごとにデリバテ
ィブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用することがあります。
また、当社グループ各社間における貸付金・借入金のうち、一部は為替変動リスクに
晒されておりますが、その一部に対して先物為替予約等をヘッジの手段として利用す
ることがあります。
デリバティブ取引の執行・管理については、信用リスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループ各社
では資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「⑵　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等
については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり
ません。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

百万円 百万円 百万円

①　現金及び預金 455,716 455,716 －

②　受取手形及び売掛金 154,253 154,253 －

③　販売金融債権 247,331 243,158 △4,173

④　投資有価証券 948 948 －

　　資産計 858,250 854,077 △4,173

①　支払手形及び買掛金 307,704 307,704 －

②　電子記録債務 77,222 77,222 －

③　短期借入金 16,085 16,085 －

④　長期借入金 405,681 406,530 849

⑤　未払金及び未払費用 249,231 249,231 －

⑥　コマーシャル・ペーパー 32,500 32,500 －

　　負債計 1,088,424 1,089,273 849

　　デリバティブ取引(*) △1,737 △1,737 －
(*)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しております。

(注)１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①　現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

②　受取手形及び売掛金
これらは正常営業循環過程による債権であり、主として短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等
しいことから、当該帳簿価額によっております。

③　販売金融債権
販売金融債権の時価については、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来
のキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価
値により算出しております。
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④　投資有価証券
投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

負債
①　支払手形及び買掛金、②　電子記録債務、③　短期借入金、⑤　未払金及び未払費用、⑥　コマーシャル・ペー

パー
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

④　長期借入金
長期借入金の時価については、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

(注)２　非上場株式及び関係会社株式(連結貸借対照表計上額　80,946百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「④
　投資有価証券」には含めておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 341円44銭
１株当たり当期純損失金額 209円88銭

（注）１株当たり情報の算定において、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式を自己
株式として処理していることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を
控除しております。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は1,152,650株、期
中平均株式数は314,444株であります。

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2020年４月１日から2021年３月31日まで）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 　 　 益
準 備 金

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当年度期首残高 284,382 118,680 85,257 203,938 5,605 58,229 63,834 △1,728 550,427

当年度中の変動額

　　当期純損失 △273,405 △273,405 △273,405

　　自己株式の取得 △254 △254

　　自己株式の処分 2 2

　　新株予約権の行使 △131 △131 320 189

　　株主資本以外の項目の
　　当年度中の変動額（純額）

当年度中の変動額合計 － － △131 △131 － △273,405 △273,405 69 △273,467

当年度期末残高 284,382 118,680 85,126 203,807 5,605 △215,176 △209,570 △1,659 276,959

評価・換算差額等
新株予約権 純資産

合　計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当年度期首残高 △666 － △666 345 550,106

当年度中の変動額

　　当期純損失 △273,405

　　自己株式の取得 △254

　　自己株式の処分 2

　　新株予約権の行使 189

　　株主資本以外の項目の
　　当年度中の変動額（純額） 1,051 △437 613 7 621

当年度中の変動額合計 1,051 △437 613 7 △272,845

当年度期末残高 385 △437 △52 352 277,260
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しております）

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては定額法）を採用しております。
なお、耐用年数については、見積耐用年数を使用しており、主な耐用年数は以下の
とおりです。
建物・構築物
３年～60年
機械装置・車両運搬具
３年～17年
工具器具備品
２年～20年
（少額減価償却資産）

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づく
３年均等償却を採用しております。
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②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし
た定額法を採用しており、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め
があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

④　長期前払費用
期間内均等償却を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　製品保証引当金
製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い過
去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しております。

③　燃費試験関連損失引当金
燃費試験に関連した損失に備えるため、当年度末において合理的に見積ることが可
能な金額を計上しております。

④　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により翌年度から費用処理することとしております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

⑷　ヘッジ会計の方法
為替予約

繰延ヘッジ処理（予定取引に係るもの）
⑸　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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⑹　連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

⑺　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ
れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度
の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第
３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金
負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

2．表示方法の変更に関する注記
(損益計算書)
前年度において特別損失の「その他」に含めておりました「減損損失」（前年度482百
万円）および「関係会社株式評価損」（前年度540百万円）は、金額的重要性が増したた
め、当年度より区分掲記しております。
前年度において、特別損失に区分掲記しておりました「関係会社出資金評価損」（前年
度3,707百万円）は金額的重要性が乏しくなったため、当年度より特別損失の「その他」
に含めて表示しております。なお、「その他」に含めた「関係会社出資金評価損」は
2,706百万円であります。
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）
を当年度から適用し、個別注記表に「３．会計上の見積りに関する注記」を記載しており
ます。

３．会計上の見積りに関する注記
　⑴　市場措置に関する負債

①　当年度の計算書類に計上した金額
当年度

（百万円）

市場措置に関する負債 37,414

（貸借対照表の未払金に含まれております。）
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　　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　　　「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記　⑴市場措置に関する負債　②識
　　　　　別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載
　　　　　しておりますので、注記を省略しております。
　⑵　固定資産の減損

①　当年度の計算書類に計上した金額
当年度

（百万円）

減損損失 108,148

有形固定資産及び
無形固定資産 229,506

（減損損失の内容については、「６．損益計算書に関する注記　⑷減損損失」に記載
のとおりとなります。）

　　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　　　「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記　⑵固定資産の減損　②識別した
　　　　　項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載してお
　　　　　りますので、注記を省略しております。

4．追加情報
(株式報酬制度)
当社の執行役及び執行役員等に対する株式報酬制度に関する注記については、「連結注
記表　４．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

5．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

　未収入金(注) 1,061百万円
(注)　有限会社ムラタ・メディカルサービスとの間で締結した定期建物賃貸借契約に基づく債務に対し

　　　　　　　　　　 て質権を設定しております。
　　　　　　　　　　 なお、当社において担保に係る債務はありません。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 580,840百万円
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⑶　保証債務等の残高
①　保証債務

保証先
ピーティー・ミツビシ・モーターズ・クラマ・ユダ・セ
ールス・インドネシア

4,624百万円

エムエムディー・オートモービル・ジーエムビーエイチ 2,491百万円
従業員 177百万円

計 7,293百万円
②　売掛金債権流動化に伴う遡及義務 770百万円

⑷　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 234,519百万円
長期金銭債権 601百万円
短期金銭債務 181,745百万円
長期金銭債務 404百万円
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6．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

売上高 927,371百万円
仕入高 575,185百万円
営業取引以外の取引高 21,963百万円

⑵　研究開発費の総額 101,126百万円
⑶　移転価格税制調整金

独立企業間価格の算定方法等に関する事前確認（APA：Advance Pr ic ing 
Arrangement）に係る日本及びタイ国の税務当局間での相互協議の合意により生じた
連結子会社であるミツビシ・モーターズ（タイランド）・カンパニー・リミテッドとの
移転価格調整金であります。

⑷　減損損失
当年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
①　減損損失を認識した資産グループの概要

場　所 用　途 種　類 減損損失
（百万円）

愛知県岡崎市、京都府京
都市、岡山県倉敷等 6件 生産用資産 建物、機械装置、

工具器具備品等 108,040

京都府京都市等       3件 遊休資産 機械装置等 107

　　　　　　　　　　　　　合　計 108,148

　　（注）減損損失108,148百万円は、特別損失の「⑷減損損失」の107,619百万円
　　　　　及び「⑹事業構造改革費用」の内数である減損損失529百万円の合計となり
　　　　　ます。
②　資産のグルーピングの方法

生産用資産、賃貸用資産及び遊休資産に区分し、賃貸用資産及び遊休資産は個々の
資産グループとして取り扱っております。

③　減損損失の認識に至った経緯
幅広い分野に及ぶ構造改革計画で早期の経営立て直しを図る新中期計画「Small 
but Beautiful」を策定した結果、従前からの将来車両販売台数見通しが更新され、
投資の一部の回収が見込めなくなったことから、生産用資産については、帳簿価額
を回収可能価額まで減額しました。
また、生産用資産の一部については、同計画に基づく生産体制再編・事業縮小を決

　定したため、資産グループを他の生産用資産から区分し、帳簿価額を回収可能価額
　まで減額しました。

さらに、生産用資産の一部に係る減損損失は、事業構造改革費用として計上してい
　ます。
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④　回収可能価額の算定方法
回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の額としております。

　正味売却価額は不動産鑑定評価基準に基づく評価額、路線価による相続税評価額等
　を用いて合理的に算出しており使用価値は将来キャッシュ・フロー（割引率は主と
　して10.9％）に基づいて算定しております。

なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、他への売却等
が実質困難な遊休資産については、正味売却価額を零として評価しております。

⑤　減損損失の金額
減損損失108,148百万円の主な内訳は次のとおりです。

建物 27,287百万円
機械装置 35,069百万円
工具器具備品 16,386百万円
その他 29,404百万円
　計 108,148百万円

⑸　新型コロナウイルス感染症関連損失
　　当社では新型コロナウイルス感染症防止のため基幹部品製造工場所在地の政府による工
　　場操業停止指示等により、操業を停止いたしました。操業停止期間における固定費等の
　　操業費用の悪化及び直接要した追加費用等を1,540百万円計上いたしました。
⑹　事業構造改革費用

事業構造改革費用は、欧州向け新規製品投入の凍結に関わる費用等18,172百万円、割
増退職金の支払い7,157百万円等であります。

⑺　移転価格税制調整金に係る外国源泉税
独立企業間価格の算定方法等に関する事前確認（APA：Advance Pr ic ing 
Arrangement）に係る日本及びタイ国の税務当局間での相互協議の合意により生じた
連結子会社であるミツビシ・モーターズ（タイランド）・カンパニー・リミテッドとの
移転価格調整金に係る外国源泉税であります。

7．株主資本等変動計算書に関する注記
　当年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,756,786株
　（注）当年度末の自己株式の株式数には、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式
　　　　1,152,650株が含まれております。
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8．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金
貸倒引当金損金算入限度超過額
退職給付引当金損金算入限度超過額
関係会社株式等評価損否認

282,127百万円
3,802百万円

16,963百万円
116,386百万円

市場措置に関する負債
製品保証引当金
燃費試験関連損失引当金

11,329百万円
9,047百万円

322百万円
その他 65,400百万円
繰延税金資産小計 505,378百万円
評価性引当額 △505,378百万円
繰延税金資産合計 －百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △182百万円
その他 △899百万円
繰延税金負債合計 △1,081百万円
繰延税金負債の純額 △1,081百万円

(表示方法の変更)
前年度において、「保証工事費用」と記載しておりましたが、「３．会計上の見積りに関
する注記」に記載している項目名に合わせ、より実態に即した明瞭な表示とするため、当
年度より「市場措置に関する負債」と項目名を変更しております。
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9．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称 議決権等の被所
有 割 合 （ ％ ） 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社 日産自動車(株) 直接  34.03

役員の兼任、
技術資源の相互共
有等及び製品等の
相互販売

製品等の販売
（注）１ 186,853 売 掛 金 21,664

部品の購入
（注）２ 155,613

電子記録債務 44,439

買 掛 金 18,405

その他の
関係会社 三菱商事(株) 直接  20.02

間接 　0.00
製品等の販売及
び原材料の購入

製品等の販売
（注）１ 125,501 売 掛 金 9,955

⑵　子会社及び関連会社

属 性 会社等の名称 議 決 権 等 の
所有割合（％） 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ（タイラン
ド）・カンパニ
ー・リミテッド

直接  100.0 製品等の販売及
び製品等の購入

製品等の購入
（注）３ 300,909 買 掛 金 54,925

移転価格税制
調整金

（注）４
54,089 未収入金 49,046

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・ヨーロッ
パ・ビー・ブイ

直接  100.0 製品等の販売

製品等の販売
（注）１ 113,434 売 掛 金 24,714

貸倒引当金繰
入 10,667 貸倒引当金 10,667

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・オ－ストラ
リア・リミテッド

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 108,083 売 掛 金 11,439

子会社
ミツビシ・モータ
ーズ・フィリピン
ズ・コーポレーシ
ョン

直接  100.0 製品等の販売 製品等の販売
（注）１ 35,645 売 掛 金 22,267

子会社 三菱自動車ファ
イナンス(株) 直接  100.0 当社製品の販売

金融の為の貸付 資金の回収 17,500 短期貸付金 22,000

関連会社 ジヤトコ(株) 直接  15.04 部品の購入 部品の購入
（注）２ 41,271

電子記録債務 13,296

買 掛 金 9,785
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⑶　役員及び個人主要株主等

属性 会社等の名
称又は氏名

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等 の 被
所有割合（％）

関連当事者との
関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

役員 園　潔

当 社 社 外 取
締役
(株)三菱UFJ
銀行代表取締
役会長

（注）5

－
(株)三菱UFJ
銀 行 は 資 金 の
借入先

(株)三菱UFJ
銀 行 か ら の 資
金の借入

（注）６
60,000 長期借入金 60,000

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１　製品等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案し、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）２　部品の購入価格については、提示された見積原価、現行部品の価格及び各部品の市場価格から算定した価格を

基に、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）３　製品等の購入価格については、提示された見積原価、現行製品等の価格及び各製品等の市場価格から算定した

価格を基に、検討・交渉のうえ決定しております。
（注）４　移転価格税制に関する事前確認に基づく調整金であります。
（注）５　2021年4月1日付で(株)三菱UFJ銀行の特別顧問に就任しました。
（注）６　第三者（(株)三菱UFJ銀行）の代表者として行った取引であり、資金の借入については、市場金利を勘案して

利率を合理的に決定しております。

１０．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 186円15銭
１株当たり当期純損失金額 183円73銭

（注）１株当たり情報の算定において、「役員報酬BIP信託口」が保有する当社株式
　　　を自己株式として処理していることから、期末株式数及び期中平均株式数から
　　　当該株式数を控除しております。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は
　　　1,152,650株、期中平均株式数は314,444株であります。

１１．重要な後発事象に関する注記
　　　該当事項はありません。
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